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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　或る離散時間区間に属する時系列信号の予測残差の可変長符号化用パラメータを選択す
るパラメータ選択方法であって、
　(A) 前記離散時間区間が含む最先の時間区間を第１区間とし、当該第１区間よりも後の
時間区間を第２区間とした場合における、当該第２区間を含む時間区間での予測残差の平
均振幅の単調非減少関数値に相当する正の第２区間パラメータを、前記第２区間の予測残
差の可変長符号化用パラメータとするステップと、
　(B) 前記第２区間パラメータと前記第２区間を含む時間区間での時系列信号の予測効果
を表す指標に対応する正の加算値との和の単調非減少関数値に相当する値を、前記第１区
間に属する或る離散時間での予測残差の可変長符号化用パラメータとするステップと、
　を有するパラメータ選択方法。
【請求項２】
　或る離散時間区間に属する時系列信号の予測残差の可変長符号化用パラメータを選択す
るパラメータ選択方法であって、
　(A) 前記離散時間区間が含む最先の時間区間を第１区間とし、当該第１区間よりも後の
時間区間を第２区間とした場合における、当該第２区間を含む時間区間での予測残差の平
均振幅の単調非減少関数値に相当する正の第２区間パラメータを、前記第２区間の予測残
差の可変長符号化用パラメータとするステップと、
　(B) 前記離散時間区間に属する時系列信号に対応する或る次数のPARCOR係数の大きさが
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第１値である場合に、前記第２区間パラメータと、正の第１加算値との和の単調非減少関
数値に相当する値を、前記第１区間に属する或る離散時間での予測残差の可変長符号化用
パラメータとし、前記PARCOR係数の大きさが前記第１値よりも大きな第２値である場合に
、前記第２区間パラメータと前記第１加算値以上の第２加算値との和の単調非減少関数値
に相当する値を、前記第１区間に属する或る離散時間での予測残差の可変長符号化用パラ
メータとするステップと、
　を有するパラメータ選択方法。
【請求項３】
　或る離散時間区間に属する時系列信号の予測残差の可変長符号化用パラメータを選択す
るパラメータ選択方法であって、
　(A) 前記離散時間区間が含む最先の時間区間を第１区間とし、当該第１区間よりも後の
時間区間を第２区間とした場合における、当該第２区間を含む時間区間での予測残差の平
均振幅の単調非減少関数値に相当する正の第２区間パラメータを、前記第２区間の予測残
差の可変長符号化用パラメータとするステップと、
　(B) 前記第２区間パラメータと前記離散時間区間の時系列信号の長期予測分析を行った
場合の予測効果を表す指標に対応する正の加算値との和の単調非減少関数値に相当する値
を、前記第１区間に属する或る離散時間での予測残差の可変長符号化用パラメータとする
ステップと、
　を有するパラメータ選択方法。
【請求項４】
　請求項１のパラメータ選択方法であって、
　前記加算値は、前記第２区間を含む時間区間での時系列信号の平均振幅に対する予測残
差の平均振幅の比の単調非増加関数値に相当する、パラメータ選択方法。
【請求項５】
　請求項１のパラメータ選択方法であって、
　前記加算値は、前記離散時間区間に属する時系列信号に対応する或る次数のPARCOR係数
の大きさの単調非減少関数値に相当する、パラメータ選択方法。
【請求項６】
　請求項１のパラメータ選択方法であって、
　前記加算値は、前記離散時間区間の時系列信号の短期予測分析を行う際に適応的に選択
される最適予測次数の単調非減少関数値に相当する、パラメータ選択方法。
【請求項７】
　請求項１のパラメータ選択方法であって、
　前記加算値は、前記離散時間区間の時系列信号を予測次数Pで短期予測分析して得られ
る１次からP次までの各PARCOR係数をk(m)(m=1,...,P)とした場合におけるΠm=1

P{1-k(m)2

}の単調非増加関数値に相当する、パラメータ選択方法。
【請求項８】
　請求項１のパラメータ選択方法であって、
　前記加算値は、前記離散時間区間に属する離散時間数未満の正の整数をLとし、前記第
１区間を前記離散時間区間の最先の離散時間からL番目の離散時間までの時間区間とし、
前記第１区間の最先からL番目までの離散時間の各インデックスをr(r=0,...,L-1)とした
場合における、各インデックスｒに対応する各離散時間にそれぞれ設定され、
　インデックスr=0に対応する離散時間での前記加算値は、前記離散時間区間の時系列信
号を予測次数Pで短期予測分析して得られる１次からP次までの各PARCOR係数をk(m)(m=1,.
..,P)とした場合における1-Πm=1

P{1-k(m)2}の単調非減少関数値に相当し、0＜r＜Pのイ
ンデックスrに対応する離散時間での前記加算値は、Πm=1

r{1-k(m)2}-Πm=1
P{1-k(m)2}の

単調非減少関数値に相当し、
　前記ステップ(B)は、前記第２区間パラメータと、前記インデックスrに対応する離散時
間での前記加算値との和の単調非減少関数値に相当する値を、当該インデックスrに対応
する離散時間での予測残差の可変長符号化用パラメータとするステップである、パラメー
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タ選択方法。
【請求項９】
　請求項１のパラメータ選択方法であって、
　前記ステップ(B)は、前記第２区間パラメータが所定値よりも大きい場合に実行される
ステップであり、
　前記第２区間パラメータが前記所定値以下である場合には、前記第２区間パラメータと
前記加算値より小さな正の第２加算値との和の単調非減少関数値に相当する値を、前記第
１区間に属する或る離散時間での予測残差の可変長符号化用パラメータとするステップが
実行され、
　前記所定値は、０以上であって前記第２区間パラメータの最大振幅値未満の値である、
パラメータ選択方法。
【請求項１０】
　請求項１から３の何れかのパラメータ選択方法であって、
　前記加算値は、前記離散時間区間に属する時系列信号数の単調非減少関数値に相当する
、パラメータ選択方法。
【請求項１１】
　請求項１から３の何れかのパラメータ選択方法であって、
　前記第１区間は、前記離散時間区間の最先の離散時間からL番目の離散時間までの時間
区間であり、
　前記第２区間は、前記離散時間区間のL+1番目の離散時間から当該離散時間区間の最後
の離散時間までの時間区間であり、
　Lは前記離散時間区間に属する離散時間数未満の正の整数である、パラメータ選択方法
。
【請求項１２】
　或る離散時間区間に属する時系列信号の予測残差の可変長符号化用パラメータを選択す
る装置であって、
　前記離散時間区間が含む最先の時間区間を第１区間とし、当該第１区間よりも後の時間
区間を第２区間とした場合における、当該第２区間を含む時間区間での予測残差の平均振
幅の単調非減少関数値に相当する正の第２区間パラメータを、前記第２区間の予測残差の
可変長符号化用パラメータとする第２区間パラメータ算出部と、
　前記第２区間パラメータと前記第２区間を含む時間区間での時系列信号の予測効果を表
す指標に対応する正の加算値との和の単調非減少関数値に相当する値を、前記第１区間に
属する或る離散時間での予測残差の可変長符号化用パラメータとする第１区間パラメータ
算出部と、
　を有する装置。
【請求項１３】
　或る離散時間区間に属する時系列信号の予測残差の可変長符号化用パラメータを選択す
る装置であって、
　前記離散時間区間が含む最先の時間区間を第１区間とし、当該第１区間よりも後の時間
区間を第２区間とした場合における、当該第２区間を含む時間区間での予測残差の平均振
幅の単調非減少関数値に相当する正の第２区間パラメータを、前記第２区間の予測残差の
可変長符号化用パラメータとする第２区間パラメータ算出部と、
　前記離散時間区間に属する時系列信号に対応する或る次数のPARCOR係数の大きさが第１
値である場合に、前記第２区間パラメータと正の第１加算値との和の単調非減少関数値に
相当する値を、前記第１区間に属する或る離散時間での予測残差の可変長符号化用パラメ
ータとし、前記PARCOR係数の大きさが前記第１値よりも大きな第２値である場合に、前記
第２区間パラメータと前記第１加算値以上の第２加算値との和の単調非減少関数値に相当
する値を、前記第１区間に属する或る離散時間での予測残差の可変長符号化用パラメータ
とする第１区間パラメータ算出部と、
　を有する装置。
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【請求項１４】
　或る離散時間区間に属する時系列信号の予測残差の可変長符号化用パラメータを選択す
る装置であって、
　前記離散時間区間が含む最先の時間区間を第１区間とし、当該第１区間よりも後の時間
区間を第２区間とした場合における、当該第２区間を含む時間区間での予測残差の平均振
幅の単調非減少関数値に相当する正の第２区間パラメータを、前記第２区間の予測残差の
可変長符号化用パラメータとする第２区間パラメータ算出部と、
　前記第２区間パラメータと前記離散時間区間の時系列信号の長期予測分析を行った場合
の予測効果を表す指標に対応する正の加算値との和の単調非減少関数値に相当する値を、
前記第１区間に属する或る離散時間での予測残差の可変長符号化用パラメータとする第１
区間パラメータ算出部と、
　を有する装置。
【請求項１５】
　請求項１から３の何れかのパラメータ選択方法の各ステップの処理をコンピュータに実
行させるためのプログラム。
【請求項１６】
　請求項１から３の何れかのパラメータ選択方法の各ステップの処理をコンピュータに実
行させるためのプログラムを格納したコンピュータ読み取り可能な記録媒体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　　本発明は、時系列信号を予測分析して符号化する技術に関し、特に、予測残差の可変
長符号化用パラメータを選択する技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　音響信号や映像情報などの時系列信号を通信路によって伝送したり、情報記録媒体に記
録する場合、時系列信号を圧縮符号に変換してから伝送したり記録する方法が、伝送効率
や記録効率の点で有効である。また、近年のブロードバンドの普及や記憶装置の容量増加
に伴い、圧縮率の高さを優先する非可逆圧縮符号化方式よりも原信号の完全再生を条件と
した可逆圧縮符号化方式が重視されつつある（例えば、非特許文献１参照）。そのような
中、隣接する時系列信号を用いた自己相関分析である短期予測分析や、遅延値（ピッチ周
期）だけ離れた時系列信号間の自己相関分析である長期予測分析などの技術を用いて音響
信号を可逆圧縮符号化する予測符号化方式がMPEG（Moving Picture Expert Group）の国
際標準規格「MPEG-4 ALS」として承認されている（例えば、非特許文献２参照）。
【０００３】
　図１は、従来における予測符号化方式の符号化装置２１００の機能構成を説明するため
のブロック図である。図２は、従来における予測符号化方式の復号装置２２００の機能構
成を説明するためのブロック図である。また、図３Ａは、図１に示す残差符号化部２１２
０の機能構成を説明するためのブロック図であり、図３Ｂは、図２に示す残差復号部２２
２０の機能構成を説明するためのブロック図である。また、図４は、短期予測分析を用い
た予測符号化方式における予測次数と符号量の関係を説明するためのグラフである。なお
、図４の横軸は予測次数を示し、縦軸は符号量を示す。まず、これらの図を用い、従来の
短期予測分析を用いた予測符号化方式を説明する。
【０００４】
　＜符号化方法＞
　符号化装置２１００（図１）のフレームバッファ２１１１には、標本化・量子化された
PCM (pulse code modulation)形式の時系列信号x(n)が入力される。なお、nは離散時間を
示すインデックスであり、インデックスnに対応する離散時間を「離散時間n」と呼ぶ。ま
た、小さいインデックスnほど先の離散時間を示す。また、時系列信号x(n)は、離散時間n
での時系列信号を意味する。
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【０００５】
　フレームバッファ２１１１は、予め定められた時間区間（以下、「フレーム」と呼ぶ）
分の時系列信号x(n)（n=0,...,N-1）（Nは予め定められた２以上の整数）をバッファする
。なお、離散時間n=0,...,N-1からなる時間区間を「時間区間(0,...,N-1)」と表現する。
バッファされた１フレーム分の時系列信号x(n)（n=0,...,N-1）は予測符号化部２１１０
の短期予測分析部２１１２に送られる。短期予測分析部２１１２は、短期予測分析によっ
て１次からPopt次までのPARCOR係数k(m)（m=1,2,...,Popt）を算出する。
【０００６】
　［短期予測分析と最適予測次数］
　短期予測分析では、ある時点nの時系列信号x(n)と、その時点nよりも過去のP個（Pを「
予測次数」と呼ぶ）の時点n-1,n-2,...,n-Pの時系列信号x(n-1),x(n-2),...,x(n-P)をそ
れぞれ係数α(m)(m=1,...,P)（「短期予測係数」と呼ぶ）で重み付けしたものと、予測残
差e(n)（「予測誤差」と呼ぶ場合もある）と間に線形1次結合が成り立つと仮定する。こ
の仮定に基づいた線形予測モデルは以下の式(1)のようになる。線形予測分析では、入力
された時系列信号x(n)（n=0,...,N-1）に対し、予測残差e(n)（n=0,...,N-1）のエネルギ
ーを最小化する短期予測係数α(m)（m=1,2,...,P）又はそれに変換可能なPARCOR係数k(m)
（m=1,2,...,P）などの係数を算出する。
　e(n)=x(n)+α(1)・x(n-1)+α(2)・x(n-2)+...+α(P)・x(n-P) 　　　…(1)
【０００７】
　短期予測分析の具体例としては、レビンソン・ダービン（Levinson-Durbin）法やバー
グ（Burg）法などの逐次的方法や、自己相関法や共分散法のように予測次数ごとに連立方
程式（予測残差を最小にする短期予測係数を解とする連立方程式）を解く方法などがある
。
【０００８】
　また、ある時点nの時系列信号y(n)を、その時点nよりも過去のP個の時点n-1,n-2,...,n
-Pの時系列信号x(n-1),x(n-2),...,x(n-P)を用いて推定する式(2)の線形FIR(Finite Impu
lse Response)フィルタを「短期予測フィルタ」と呼ぶ。
　y(n)=-{α(1)・x(n-1)+α(2)・x(n-2)+...+α(P)・x(n-P)} 　　…(2)
【０００９】
　また、Poptは最適な予測次数Pを示す正の整数であり、これを「最適予測次数」と呼ぶ
。非特許文献２の方式では、MDL原理(Minimum Description Length Principle)に基づい
て、最適予測次数Poptを決定する。MDL原理では、
（符号語長）＝（モデルの記述長）＋（そのモデルによるデータの記述長）
を最小にするモデルを最良とする。すなわち、非特許文献２の方式では、
　（ロスレスで復号するために必要な符号量）＝（PARCOR係数のために必要な符号量）＋
（予測残差のために必要な符号量）　　　…(3)
を最小にする予測次数Pを最適予測次数Poptとする。
【００１０】
　図４の直線４Ａで模式的に示すようにPARCOR係数のために必要な符号量は予測次数に比
例して増加する。また、一般に予測次数が高くなれば予測残差のエネルギーは小さくなり
、予測残差をエントロピー符号化した場合の符号量は、曲線４Ｂで模式的に示すように対
数的に小さくなる。そのため、直線４Ａと曲線４Ｂの和である曲線４Ｃで模式的に示すよ
うに、ロスレスで復号するために必要な符号量は、予測次数が高くなるほど小さくなるの
ではなく、或る予測次数で最小となる。短期予測分析部２１１２は、予め定められた最小
予測次数Pmin以上かつ最大予測次数Pmax以下のすべての整数を探索範囲とし、ロスレス復
号するために必要な符号量が最小となる予測次数を最適予測次数Poptとする。
【００１１】
　また、上記のように適応的に最適予測次数Poptを決定するのではなく、最適予測次数Po
ptを固定値とすることも可能である（［短期予測分析と最適予測次数］の説明終わり）。
【００１２】
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　算出されたPARCOR係数k(m)（m=1,2,...,Popt）は、量子化部２１１３に送られ、量子化
されて量子化PARCOR係数i(m)（m=1,2,...,Popt）が生成される。量子化PARCOR係数i(m)（
m=1,2,...,Popt）は、係数符号化部２１１４に送られ、そこで可変長符号化される。また
、量子化PARCOR係数i(m)（m=1,2,...,Popt）は、短期予測係数変換部２１１５にも送られ
る。短期予測係数変換部２１１５にはさらに最適予測次数Poptが送られ、短期予測係数変
換部２１１５は、これらを用いて短期予測係数α(m)（m=1,2,...,Popt）を算出する。次
に、短期予測部２１１６は、１フレーム分の時系列信号x(n)（n=0,...,N-1）と各短期予
測係数α(m)（m=1,2,...,Popt）と最適予測次数Poptとを用い、P=Poptでの短期予測フィ
ルタ（式(2)）に従って短期予測値y(n)（n=0,...,N-1）を計算する。そして、減算部２１
１７は、時系列信号x(n)から短期予測値y(n)を減算した予測残差e(n)を算出する（予測フ
ィルタ処理）。
【００１３】
　予測残差e(n)（n=0,...,N-1）は所定の範囲の整数で表現された値である。例えば、入
力された時系列信号x(n)が有限ビット数の整数形式で表現され、小数点以下を四捨五入す
るなどして整数化された線形予測係数をフィルタ係数とする線形予測フィルタの出力値を
線形予測値y(n)とする場合には、時系列信号x(n)から線形予測値y(n)を減算した値を予測
残差e(n)とすることで、有限ビット数の整数形式で表現された（所定の範囲の整数で表現
された）予測残差e(n)が得られる。また、時系列信号x(n)や線形予測値y(n)が整数形式で
表現されたものでない場合には、時系列信号x(n)から線形予測値y(n)を減算した値が有限
ビット数の整数形式で表現されたものが、予測残差e(n)とされてもよい。残差符号化部２
１２０（図３Ａ）は、当該整数表現された予測残差e(n)（n=0,...,N-1）をゴロム・ライ
ス符号化（Golomb-Rice Coding）する。ゴロム・ライス符号化では、まず、パラメータ算
出部２１２１が、入力された予測残差e(n)（n=0,...,N-1）を用い、整数であるパラメー
タs（「ライスパラメータ」と呼ぶ場合もある）を生成する。
【００１４】
　［パラメータsの生成］
　パラメータsの最適値は、入力された予測残差e(n)（n=0,...,N-1）の振幅に依存する。
通常、フレームやそれを複数の時間区分に区分したサブフレームなどの或る離散時間区間
毎に予測残差e(n)の振幅が均一であると仮定され、その区間での予測残差e(n)の平均振幅
から当該区間でのパラメータsが設定される。
【００１５】
　しかし、ランダムアクセスされた離散時間区間（フレームやサブフレームなど）の場合
、その離散時間区間の各予測残差e(n)の振幅がすべて均一であるとの仮定は妥当ではない
。すなわち、ランダムアクセスされた離散時間区間では、その離散時間区間以前の時系列
信号を短期予測フィルタ（式(2)）による計算に利用することができない。そのため、離
散時間区間の最先からPopt番目までの離散時間では、短期予測フィルタによる計算に利用
できる時系列信号数が最適予測次数Popt未満に制限される。その結果、離散時間区間の最
先からPopt番目までの離散時間での各予測残差e(n)の振幅が、Popt+1番目以後の離散時間
での各予測残差e(n)の振幅よりも大きくなる場合が多い。
【００１６】
　そのため、非特許文献２の方法では、以下に例示するように、時系列信号x(n)の表現ビ
ット長から固定的に定まる値が離散時間n=0でのパラメータsとされ、離散時間n=3以後の
予測残差e(n)の平均振幅から求めたパラメータに固定値を加算した値が離散時間n=1,2で
のパラメータsとされ、離散時間n=3以後の予測残差e(n)の平均振幅から求めたパラメータ
が離散時間n=3,...N-1でのパラメータsとされる。例えば、「時系列信号x(n)の表現ビッ
ト長－４」が離散時間n=0でのパラメータsとされ、「予測残差e(n)の平均振幅から求めた
パラメータ＋３」が離散時間n=1でのパラメータsとされ、「予測残差e(n)の平均振幅から
求めたパラメータ＋１」が離散時間n=2でのパラメータsとされ、「予測残差e(n)の平均振
幅から求めたパラメータ」が離散時間n=3,...N-1でのパラメータsとされる（［パラメー
タsの生成］の説明終わり）。
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【００１７】
　次に、符号化部２１２２の分離演算部２１２２ａに予測残差e(n)（n=0,...,N-1）とパ
ラメータsとが入力される。分離演算部２１２２ａは、これらを用いた所定の除算によっ
て、整数の商q(n)（n=0,...,N-1）とその剰余を特定する情報sub(n)（n=0,...,N-1）とを
算出する。この除算は、基本的には予測残差e(n)を2sで割る演算である。しかし、正負が
存在する予測残差e(n)を区別して取り扱う必要性や符号長削減等の観点から、単に予測残
差e(n)を2sで割る演算から多少変更された演算がなされる場合もある。次に、可変長符号
化部２１２２ｂが、この商q(n)をアルファ符号化し、情報prefix(n)を生成する。生成さ
れた情報prefix(n)と情報sub(n)とは合成部２１２２ｃに入力される。合成部２１２２ｃ
は、情報prefix(n)と情報sub(n)のビット結合値prefix(n)|sub(n)を予測残差e(n)に対応
する残差符号Ce(n)として出力する。また、残差符号化部２１２０は、例えば、この残差
符号Ce(n)とともにパラメータsを出力する。
【００１８】
　短期予測分析部２１１２で選択された最適予測次数Poptと、予測符号化部２１１０で生
成された係数符号Ckと、残差符号化部２１２０で生成された残差符号Ce(n)及びパラメー
タsとは、合成部２１３０に送られ、そこで合成されて符号Cgが生成される。
【００１９】
　＜復号方法＞
　復号装置２２００（図２）に入力された符号Cgは、分離部２２１０で最適予測次数Popt
と係数符号Ckと残差符号Ce(n)（n=0,...,N-1）とパラメータsとに分離される。最適予測
次数Popt及び係数符号Ckは予測復号部２２３０に入力され、残差符号Ce(n)（n=0,...,N-1
）及びパラメータsは残差復号部２２２０に入力される。
【００２０】
　残差復号部２２２０（図３Ｂ）の分離部２２２１は、入力された残差符号Ce(n)を情報p
refix(n)と情報sub(n)とに分離する。分離された情報prefix(n)は、可変長復号部２２２
２で復号されて商q(n)が生成される。そして、合成演算部２２２３に情報sub(n)と商q(n)
とパラメータsとが入力され、合成演算部２２２３はこれらを用いて予測残差e(n)を復号
する。
【００２１】
　一方、係数符号Ckは、予測復号部２２３０の係数復号部２２３１に入力される。係数復
号部２２３１は、係数符号Ckを復号して量子化PARCOR係数i(m)（m=1,2,...,Popt）を生成
する。量子化PARCOR係数i(m)（m=1,2,...,Popt）は短期予測係数変換部２２３２に送られ
る。短期予測係数変換部２２３２は、量子化PARCOR係数i(m)（m=1,2,...,Popt）を用い、
最適予測次数Poptの短期予測フィルタ（式(2)）の各短期予測係数α(m)（m=1,2,...,Popt
）を算出する。短期予測部２２３３は、算出された各短期予測係数α(m)（m=1,2,...,Pop
t）と、過去に加算部２２３４から出力された時系列信号x(n)とを用い、P=Poptの短期予
測フィルタ（式(2)）によって、短期予測値y(n)（n=0,...,N-1）を生成する。加算部２２
３４は、当該短期予測値y(n)と、残差復号部２２２０で復号された予測残差e(n)とを加算
して、時系列信号のロスレス復号値x(n)（n=0,...,N-1）を生成する（逆予測フィルタ処
理）。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【００２２】
【非特許文献１】Mat Hans and Ronald W. Schafer, “Lossless Compression of Digita
l Audio”, IEEE SIGNAL PROCESSING MAGAZINE, July 2001, pp.21-32.
【非特許文献２】ISO/IEC 14496-3 AMENDMENT 2: Audio Lossless Coding (ALS), new au
dio profiles and BSAC extensions.
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００２３】
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　上述のように非特許文献２の方法では、時系列信号の表現ビット長から固定的に定まる
値や、予測残差の平均振幅から求めたパラメータに固定値を加算した値を、離散時間区間
の先頭付近の予測残差を可変長符号化するためのパラメータとしていた。
　しかし、このような方法では最適なパラメータからの乖離が大きくなる場合がある。
【課題を解決するための手段】
【００２４】
　本発明では、離散時間区間が含む最先の時間区間を第１区間とし、当該第１区間よりも
後の時間区間を第２区間とした場合における、当該第２区間を含む時間区間での予測残差
の平均振幅の広義単調増加関数値に相当する正の第２区間パラメータが、第２区間の予測
残差の可変長符号化用パラメータとして算出される。さらに、第２区間パラメータと、第
２区間を含む時間区間での時系列信号の予測効果を表す指標に対応する正の加算値との和
の広義単調増加関数値に相当する値が、第１区間に属する或る離散時間での予測残差の可
変長符号化用パラメータとして算出される。
【発明の効果】
【００２５】
　本発明では、予測残差の可変長符号化用パラメータを適切に選択できる。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】従来における予測符号化方式の符号化装置の機能構成を説明するためのブロック
図。
【図２】従来における予測符号化方式の復号装置の機能構成を説明するためのブロック図
。
【図３】図３Ａは、図１に示す残差符号化部の機能構成を説明するためのブロック図であ
り、図３Ｂは、図２に示す残差復号部の機能構成を説明するためのブロック図である。
【図４】短期予測分析を用いた予測符号化方式における予測次数と符号量の関係を説明す
るためのグラフ。
【図５】図５Ａ、５Ｂは、ランダムアクセスされたフレームの予測残差e(n)の振幅（|e(n
)|）を模式的に例示した図である。
【図６】図６Ａ～６Ｃは、ランダムアクセスされたフレームの予測残差e(n)の振幅（|e(n
)|）を模式的に例示した図である。
【図７】第１実施形態の符号化装置の機能構成を説明するためのブロック図。
【図８】図７に示した残差符号化部の機能構成を説明するためのブロック図。
【図９】第１実施形態の復号装置の機能構成を説明するためのブロック図。
【図１０】図９に示した残差復号部の機能構成を説明するためのブロック図。
【図１１】第１実施形態の符号化方法を説明するためのフローチャート。
【図１２】図１１のステップＳ３０の一例を説明するためのフローチャート。
【図１３】図１１のステップＳ５０の詳細を例示するためのフローチャート。
【図１４】第１実施形態の復号方法を説明するためのフローチャート。
【図１５】ステップＳ２５０の詳細を例示するためのフローチャート。
【図１６】第２実施形態における符号化装置の残差符号部の機能構成を説明するためのブ
ロック図。
【図１７】第２実施形態における復号装置の残差復号部の機能構成を説明するためのブロ
ック図。
【図１８】加算値a(r)を特定する基準の一例を説明するためのフローチャート。
【図１９】第２実施形態の変形例における符号化装置の残差符号部の機能構成を説明する
ためのブロック図。
【図２０】第２実施形態の変形例の符号化方法を説明するためのフローチャート。
【図２１】図２０のステップＳ６３０の一例を説明するためのフローチャート。
【図２２】第３実施形態の符号化装置の機能構成を説明するためのブロック図。
【図２３】図２２に示した残差符号化部の機能構成を説明するためのブロック図。
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【図２４】第３実施形態の復号装置の機能構成を説明するためのブロック図。
【図２５】図２４に示した残差復号部の機能構成を説明するためのブロック図。
【図２６】第３実施形態の符号化方法を説明するためのフローチャート。
【図２７】図２６のステップＳ７３０の一例を説明するためのフローチャート。
【図２８】第３実施形態の復号方法を説明するためのフローチャート。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　以下では、本形態の原理を説明した後、各実施形態の説明を行っていく。
　〔原理〕
　まず、従来方式で予測残差の可変長符号化用のパラメータを選択した場合に、最適なパ
ラメータからの乖離が大きくなる原因を検証する（非公知）。
　まず、時系列信号の表現ビット長から固定的に定まる値をパラメータとした場合、予測
残差の振幅によっては、最適なパラメータからの乖離が大きくなる場合がある。
【００２８】
　また、予測残差の平均振幅から求めたパラメータに固定値を加算して得られる値を、ラ
ンダムアクセスされた離散時間区間の先頭付近でのパラメータした場合、当該離散時間区
間での短期予測の程度（予測効果の程度）によっては最適な値からの乖離が大きくなる場
合がある。すなわち、各時系列信号の自己相関が大きい場合には、予測次数を大きくする
ことで予測残差を小さくでき、最適予測次数が大きくなる（図４参照）。この場合、短期
予測フィルタによる計算に利用できる時系列信号を十分確保（例えば最適予測次数の時系
列信号が確保）できる時間区間（以下「時系列信号を十分確保できる時間区間」という）
であれば、時系列信号の平均振幅に対する予測残差の平均振幅の比を小さくできる。しか
し、短期予測フィルタによる計算に利用できる時系列信号を十分確保できない先頭付近な
どの区間（以下「時系列信号を十分確保できない時間区間」という）では予測残差を十分
小さくすることができない。そのため、各時系列信号の自己相関が大きい場合には、時系
列信号を十分確保できる時間区間での予測残差の振幅と、時系列信号を十分確保できない
時間区間での予測残差の振幅との差が大きくなる。一方、各時系列信号の自己相関が小さ
い場合には、予測次数を大きくしても、時系列信号の平均振幅に対する予測残差の平均振
幅の比はさほど小さくならないため、最適予測次数は小さくなる（図４参照）。この場合
には、そもそも最適予測次数が小さいため、時系列信号を十分確保できる時間区間での予
測残差の振幅と、時系列信号を十分確保できない時間区間での予測残差の振幅との差は小
さくなる。つまり、各時系列信号の自己相関の大小に応じ、時系列信号を十分確保できる
時間区間での予測残差の振幅と、時系列信号を十分確保できない時間区間での予測残差の
振幅との差が変動する。そして、最適なパラメータは予測残差の振幅に依存するのである
から、各時系列信号の自己相関の大小、すなわち、時系列信号の平均振幅に対する予測残
差の平均振幅の比に応じ、時系列信号を十分確保できる時間区間での最適なパラメータと
時系列信号を十分確保できない時間区間での最適なパラメータとの差が変動する。非特許
文献２の方法では、これらの最適なパラメータの差を固定値とし、時系列信号を十分確保
できない時間区間でのパラメータを設定していた。そのため、各時系列信号の自己相関の
大きさによっては、時系列信号を十分確保できない時間区間でのパラメータが不適切なも
のとなる。
【００２９】
　同様な問題は、最適予測次数を固定値とした場合でも生じる。すなわち、各時系列信号
の自己相関が大きい場合、時系列信号を十分確保できる時間区間であれば予測残差を小さ
くできるが、時系列信号を十分確保できない時間区間では予測残差を十分小さくすること
ができない。そのため、各時系列信号の自己相関が大きい場合には、時系列信号を十分確
保できる時間区間での予測残差の振幅と、時系列信号を十分確保できない時間区間での予
測残差の振幅との差が大きくなる。一方、各時系列信号の自己相関が小さい場合には、短
期予測フィルタによる計算に利用できる時系列信号が増加しても予測残差はさほど減少し
ないため、時系列信号を十分確保できる時間区間での予測残差の振幅と、時系列信号を十
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分確保できない時間区間での予測残差の振幅との差は小さくなる。この場合も、各時系列
信号の自己相関の大小に応じ、時系列信号を十分確保できる時間区間での最適なパラメー
タと時系列信号を十分確保できない時間区間での最適なパラメータとの差が変動し、非特
許文献２の方法では、時系列信号を十分確保できない時間区間でのパラメータが不適切と
なる場合がある。
【００３０】
　また、同様な問題は、長期予測分析を用いた予測符号化方式や、短期予測分析と長期予
測分析とを組み合わせた予測符号化方式でも生じる。
【００３１】
　長期予測分析は、時系列信号の振幅特性が基本周期で繰り返される性質を利用した予測
分析である。長期予測分析では、ある時点nの時系列信号x(n)を、その時点nよりもτ+jだ
け過去の時点n-τ-jの各時系列信号x(n-τ-j)〔τは基本周期（遅延値）、j=-tap,...,ta
p（tapは0や1を用いることが多い）〕をそれぞれ係数ρ(j)（「ゲイン」と呼ぶ）で重み
付けしたものと、予測残差e(n)と間に線形1次結合が成り立つと仮定した長期予測モデル
　e(n)=x(n)+ρ(-tap)・x(n-τ+tap)+...+ρ(tap)・x(n-τ-tap) 　…(4)
を定める。そして、入力された時系列信号x(n)に対し、予測残差e(n)のエネルギーを最小
化するゲインρ(j)や遅延値τが算出される。ここで、
　y(n)=-{ρ(-tap)・x(n-τ+tap)+...+ρ(tap)・x(n-τ-tap)} 　　…(5)
の線形FIRフィルタを「長期予測フィルタ」と呼ぶ。
【００３２】
　長期予測分析の場合も、基本周期ごとの各時系列信号の自己相関が大きい場合、長期予
測フィルタによる計算に利用できる時系列信号を十分確保できる時間区間では予測残差を
小さくできるが、時系列信号を十分確保できない時間区間では予測残差を十分小さくする
ことができない（式(4)参照）。一方、各時系列信号の自己相関が小さい場合には、長期
予測フィルタによる計算に利用できる時系列信号が増加しても予測残差はさほど減少しな
いため、時系列信号を十分確保できる時間区間での予測残差の振幅と、時系列信号を十分
確保できない時間区間での予測残差の振幅との差は小さくなる。そのため、各時系列信号
の自己相関の大小に応じ、時系列信号を十分確保できる時間区間での最適なパラメータと
時系列信号を十分確保できない時間区間での最適なパラメータとの差が変動し、非特許文
献２の方法では、時系列信号を十分確保できない時間区間でのパラメータが不適切となる
場合がある。
【００３３】
　また、上述したような問題は、予測残差をゴロム・ライス符号化するためのライスパラ
メータのみに限定されたものではなく、予測残差を可変長符号化するためのパラメータで
あって、符号量を最小化するための最適値が当該予測残差の振幅が大きくなるに従って広
義単調増加又は単調増加するパラメータに共通する問題である。
【００３４】
　本発明の実施形態では、以下のように、このような問題を解決する。
　まず、短期予測フィルタを用いて得られた予測残差を符号化する場合を例にとって説明
する。
【００３５】
　図５Ａ、５Ｂ及び図６Ａ～６Ｃは、ランダムアクセスされたフレーム（「或る離散時間
区間」に相当）の予測残差e(n)の振幅（|e(n)|）を模式的に例示した図である。なお、こ
れらの図における横軸は離散時間nであり、縦軸は予測残差の振幅である。また、フレー
ムは離散時間n=0,...N-1からなる離散時間区間(0,...N-1)であり、Ｔ１はフレームの最先
の離散時間からL番目の離散時間までの時間区間（第１区間：離散時間区間が含む最先の
時間区間）であり、Ｔ２はフレームのL+1番目の離散時間から最後の離散時間までの時間
区間（第２区間：第１区間よりも後の時間区間）である。なお、Nは予め定められた２以
上の整数である。また、Lは離散時間区間(0,...N-1)に属する離散時間数N未満の予め定め
られた正の整数（１以上の整数）である。短期予測フィルタを用いて得られた予測残差を
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符号化する場合、Lは短期予測分析の最大予測次数Pmax以下の予め定められた正の整数で
ある。
【００３６】
　図５Ａは、各時系列信号x(n)（n=0,...,N-1）の自己相関が大きい場合の予測残差e(n)
（n=0,...,N-1）の振幅を模式的に例示している。また、図５Ｂは、各時系列信号x(n)（n
=0,...,N-1）の自己相関が小さい場合の予測残差e(n)（n=0,...,N-1）を模式的に例示し
ている。
【００３７】
　図５Ａに例示するように、各時系列信号x(n)（n=0,...,N-1）の自己相関が大きい場合
には、最適予測次数Poptが大きくなるため、時系列信号x(n)を十分確保できない先頭付近
の時間区間での予測残差e(n)の振幅が大きくなり、それ以後の時系列信号x(n)を十分確保
できる時間区間での予測残差e(n)の振幅が小さくなる。一方、各時系列信号x(n)（n=0,..
.,N-1）の自己相関が小さい場合には、最適予測次数Poptが小さくなるため、図５Ｂに例
示するように、時系列信号x(n)を十分確保できない時間区間での予測残差e(n)の振幅だけ
でなく、時系列信号x(n)を十分確保できる時間区間での予測残差e(n)の振幅も大きくなる
。このように、各時系列信号x(n)（n=0,...,N-1）の自己相関の大小に応じ、時系列信号x
(n)を十分確保できない時間区間での予測残差e(n)の振幅と、時系列信号x(n)を十分確保
できる時間区間での予測残差e(n)の振幅との差が変動する。そして、予測残差e(n)（n=0,
...,N-1）を可変長符号化するために最適なパラメータは予測残差e(n)（n=0,...,N-1）の
振幅に依存するのであるから、各時系列信号x(n)（n=0,...,N-1）の自己相関の大小に応
じ、時系列信号x(n)を十分確保できる時間区間で最適なパラメータと、時系列信号x(n)を
十分確保できない時間区間で最適なパラメータとの差が変動する。
【００３８】
　本形態では、予測残差e(n)（n=0,...,N-1）を可変長符号化するときに、時系列信号x(n
)を十分確保できる時間区間で最適なパラメータと、各時系列信号x(n)（n=0,...,N-1）の
自己相関が大きくなるに従って広義単調増加する関係にある正の加算値との和又はその補
正値（これらは当該加算値の広義単調増加関数値に相当する）を、時系列信号x(n)を十分
確保できない時間区間で最適なパラメータとして推定する。
【００３９】
　すなわち、図５Ａのように、各時系列信号x(n)（n=0,...,N-1）の自己相関が大きく、
第２区間Ｔ２を含む時間区間での時系列信号x(μ)(μ=μmin,...,μmax、μmin<μmax)の
平均振幅に対する予測残差e(μ)(μ=μmin,...,μmax)の平均振幅の比が小さい場合（予
測効果が大きい場合）には、時系列信号x(n)を十分確保できる時間区間（第２区間Ｔ２を
含む時間区間）で最適なパラメータに大きな加算値を加えたもの又はその補正値を、時系
列信号x(n)を十分確保できない時間区間（第１区間Ｔ１）でのパラメータとして推定する
。
【００４０】
　一方、図５Ｂのように、各時系列信号x(n)（n=0,...,N-1）の自己相関が小さく、第２
区間Ｔ２を含む時間区間での時系列信号x(μ)(μ=μmin,...,μmax)の平均振幅に対する
予測残差e(μ)(μ=μmin,...,μmax)の平均振幅の比が大きい場合（予測効果が小さい場
合）には、時系列信号x(n)を十分確保できる時間区間（第２区間Ｔ２を含む時間区間）で
最適なパラメータに小さな加算値（０を含む）を加えたもの又はその補正値を、時系列信
号x(n)を十分確保できない時間区間（第１区間Ｔ１）でのパラメータとして推定する。
【００４１】
　つまり、第２区間Ｔ２を含む時間区間で最適なパラメータと、第２区間Ｔ２を含む時間
区間での時系列信号x(μ)(μ=μmin,...,μmax)の平均振幅に対する予測残差e(μ)(μ=μ

min,...,μmax)の平均振幅の比が小さくに従って広義単調増加する関係にある加算値と、
の和に対して広義単調増加する関係にある値を、第１区間Ｔ１でのパラメータとして推定
する。加算値は、第２区間Ｔ２を含む時間区間での時系列信号の平均振幅に対する予測残
差の平均振幅の比の広義単調減少関数値に相当する。
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【００４２】
　言い換えると、本形態では、第２区間Ｔ２を含む時間区間で最適なパラメータと、第２
区間Ｔ２を含む時間区間での時系列信号x(μ)(μ=μmin,...,μmax)の予測効果を表す指
標に対応する正の加算値との和の広義単調増加関数値に相当する値を、第１区間Ｔ１での
パラメータとする。これにより、各時系列信号x(n)（n=0,...,N-1）の自己相関の大小（
予測効果の大小）に応じた最適なパラメータを推定できる。
【００４３】
　ここで、最適予測次数Poptの短期予測フィルタによる計算に必要なすべての時系列信号
x(n)を確保できない時間区間は、先頭からPopt番目までの離散時間からなる時間区間(0,.
..,Popt-1)である。また、最適予測次数Poptは、最小予測次数Pmin以上かつ最大予測次数
Pmax以下の範囲から適応的に選択される。そのため、短期予測フィルタによる計算に必要
なすべての時系列信号x(n)を確保できない時間区間となり得るのは、先頭からPmax番目ま
での離散時間からなる時間区間(0,...,Pmax-1)である。
【００４４】
　そこで、本形態では、時間区間(0,...,Pmax-1)のうちの時間区間(0,...,L-1)を第１区
間Ｔ１とする。また、残りの時間区間(L,...,N-1)を第２区間Ｔ２とする。そして、予測
残差e(n)を可変長符号化するときに、第２区間Ｔ２を含む時間区間での予測残差e(μ)(μ
=μmin,...,μmax)の平均振幅が大きくなるに従って広義単調増加する関係にある正の第
２区間パラメータsが、第２区間Ｔ２の予測残差e(z)を可変長符号化するためのパラメー
タとして算出される。第２区間パラメータsは、第２区間Ｔ２を含む時間区間での予測残
差e(μ)(μ=μmin,...,μmax)の平均振幅の広義単調増加関数値に相当する。
【００４５】
　さらに、本形態では、第２区間パラメータsと、フレームに属する時系列信号x(n)（n=0
,...,N-1）の自己相関が大きくなるに従って広義単調増加する関係にある正の加算値との
和又はその補正値である第１区間パラメータが、第１区間Ｔ１に属する或る離散時間での
予測残差を可変長符号化するためのパラメータとされる。第１区間パラメータは、第２区
間パラメータsと、時系列信号x(μ)(μ=μmin,...,μmax)の予測効果を表す指標に対応す
る正の加算値と、の和の広義単調増加関数値に相当する。　予測残差e(n)の符号を復号す
るときには、予測残差e(n)を可変長符号化するときと同一の基準に従い、正の加算値が求
められる。さらに、第２区間Ｔ２を含む時間区間での予測残差の平均振幅が大きくなるに
従って広義単調増加する関係にある正の第２区間パラメータと、当該加算値と、の和又は
その補正値である第１区間パラメータが、第１区間Ｔ１に属する或る離散時間での予測残
差の可変長符号を復号するためのパラメータとされる。
【００４６】
　なお、本形態では、ランダムアクセスされた或る離散時間区間の一例として、ランダム
アクセスされたフレームが例示される。しかしながら、ランダムアクセスされた先頭のサ
ブフレームが「或る離散時間区間」であってもよい。また、本形態で使用する「広義単調
増加」は「単調非減少」と同義であり、値γが大きくなるに従って広義単調増加する値（
広義単調増加関数値に相当する値）をｆ（γ）と表現した場合、任意のγ１≦γ２に対し
てｆ（γ１）≦ｆ（γ２）の関係が成り立つ。また、「広義単調減少」は単調非増加と同
義であり、値γが大きくなるに従って広義単調減少する値（広義単調減少関数値に相当す
る値）をｇ（γ）と表現した場合、任意のγ１≦γ２に対してｇ（γ１）≧ｇ（γ２）の
関係が成り立つ。
【００４７】
　以下に、短期予測フィルタを用いて得られた予測残差を符号化する場合の加算値の設定
例を列挙する。
　＜PARCOR係数の大きさを指標とする例＞
　フレームに属する時系列信号x(n)の自己相関の大きさを示す指標（時系列信号x(μ)(μ
=μmin,...,μmax)の予測効果を表す指標）の一つにPARCOR係数k(m)がある。PARCOR係数k
(m)は-1.0≦k(m)≦1.0の値をとり、時系列信号x(n)の自己相関が大きいほど絶対値が大き
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くなる。そのため、或る次数のPARCOR係数k(m)の大きさを指標とし、その大きさに応じて
加算値の値を変化させることで、第１区間Ｔ１で最適なパラメータを選択することが可能
となる。すなわち、フレームに属する時系列信号に対応する或る次数のPARCOR係数の大き
さが第１値である場合に、第２区間パラメータと、正の第１加算値との和の広義単調増加
関数値に相当する値を、第１区間Ｔ１に属する或る離散時間での予測残差の可変長符号化
用のパラメータする。PARCOR係数の大きさが第１値よりも大きな第２値である場合に、第
２区間パラメータと、第１加算値以上の第２加算値との和の広義単調増加関数値に相当す
る値を、第１区間Ｔ１に属する或る離散時間での予測残差の可変長符号化用のパラメータ
とする。なお、PARCOR係数の大きさとは、例えば、PARCOR係数の振幅の大きさ、PARCOR係
数の絶対値の大きさ、PARCOR係数のエネルギーの大きさなどである。また、PARCOR係数の
写像値の大きさを評価することで、PARCOR係数の大きさが評価されてもよい。
【００４８】
　この例では、予測残差e(n)を可変長符号化するときに、フレーム内の時系列信号x(n)（
n=0,...,N-1）を短期予測分析して得られた或る次数のPARCOR係数k(m)の絶対値|k(m)|が
大きくなるに従って広義単調増加する関係にある値を加算値とし、第１区間Ｔ１での最適
なパラメータを設定する。この場合の加算値は、或る次数のPARCOR係数k(m)の大きさの広
義単調増加関数値に相当する。そして、予測残差e(n)の符号を復号するときには、符号化
時に加算値の決定に用いられた次数のPARCOR係数に対応する符号の復号値を用い、符号化
時と同じ基準に従って加算値を定め、第１区間Ｔ１でのパラメータを算出する。
【００４９】
　［例１～４］
　例１～４はL=３の例である。各加算値a(r)が１次のPARCOR係数k(1)の絶対値|k(1)|の増
加に応じて段階的に大きくなるように設定されている。また、加算値a(r)は離散時間rで
の加算値であり、各離散時間r=0,1,2での第１区間パラメータはs(r)=s+a(r)(r=0,1,2)と
なる。なお、第１区間Ｔ１の最先からL番目までの離散時間の各インデックスをr(r=0,...
,L-1)とし、インデックスrが示す離散時間を「離散時間ｒ」と呼ぶ。なお、フレームの先
頭に近い離散時間での予測残差ほど大きさが大きくなる傾向がある。そのため、加算値a(
r)は、インデックスrの広義単調減少関数値に相当する値であることが望ましい。
【００５０】
　また、例３のように|k(1)|の値に応じ、加算値a(r)が各離散時間r=0,1,2で０とされて
もよいし、例４のように|k(1)|の値に応じ、加算値a(r)が各離散時間r=0,1,2で同値とさ
れてもよい。また、例５のように、|k(1)|の値の変化に応じて連続的に変化する関数値を
加算値a(r)としてもよい。
　《例１》
　0.9≦|k(1)|≦1.0のとき：a(0)=3, a(1)=2, a(2)=1
　0.6≦|k(1)|＜0.9のとき：a(0)=2, a(1)=1, a(2)=0
　0≦|k(1)|＜0.6のとき　：a(0)=1, a(1)=0, a(2)=0
　《例２》
　0.9≦|k(1)|≦1.0のとき：a(0)=2, a(1)=1, a(2)=0
　0≦|k(1)|＜0.9のとき　：a(0)=1, a(1)=0, a(2)=0
　《例３》
　0.9≦|k(1)|≦1.0のとき：a(0)=3, a(1)=2, a(2)=1
　0.6≦|k(1)|＜0.9のとき：a(0)=2, a(1)=1, a(2)=0
　0≦|k(1)|＜0.6のとき　：a(0)=0, a(1)=0, a(2)=0
　《例４》
　0.9≦|k(1)|≦1.0のとき：a(0)=2, a(1)=2, a(2)=2
　0≦|k(1)|＜0.9のとき　：a(0)=1, a(1)=1, a(2)=1
　《例５》
　a(0)=2|k(1)|+1, a(1)=2|k(1)|, a(2)=|k(1)|
【００５１】
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　［例６，７］
　例６，７もL=3の例であるが、第１区間Ｔ１の一部の離散時間のみに本発明が適用され
る。この例では、離散時間r=0でのパラメータが固定値（例えば、時系列信号x(n)の表現
ビット長－４）とされ、離散時間r=1,2でのパラメータが第１区間パラメータs(r)=s+a(r)
(r=1,2)とされる。また、例７では、離散時間r=1での加算値a(1)が|k(1)|の増加に応じて
段階的に大きくなるように設定され、離散時間r=2での加算値a(2)が固定値となっている
。
　《例６》
　0.9≦|k(1)|≦1.0のとき：a(1)=3, a(2)=2
　0.6≦|k(1)|＜0.9のとき：a(1)=2, a(2)=1
　0≦|k(1)|＜0.6のとき  ：a(1)=1, a(2)=0
　《例７》
　0.9≦|k(1)|≦1.0のとき：a(1)=3, a(2)=1
　0.6≦|k(1)|＜0.9のとき：a(1)=2, a(2)=1
　0≦|k(1)|＜0.6のとき  ：a(1)=1, a(2)=1
【００５２】
　＜最適予測次数を指標とする例＞
　フレームに属する時系列信号x(n)（n=0,...,N-1）の自己相関の大きさを示す指標（時
系列信号x(μ)(μ=μmin,...,μmax)の予測効果を表す指標）として、最適予測次数Popt
が用いられてもよい。時系列信号x(n)（n=0,...,N-1）の自己相関が大きいほど（予測効
果が大きいほど）、予測次数の増加に伴う予測残差e(n)のエネルギー減少量が大きくなり
、適応的に選択される最適予測次数Poptが大きくなる。そのため、最適予測次数Poptを指
標とし、その大きさに応じて加算値の値を変化させることで、第１区間Ｔ１での最適なパ
ラメータ設定が可能となる。
【００５３】
　この例では、予測残差e(n)を可変長符号化するときに、フレームに属する時系列信号x(
n)（n=0,...,N-1）の短期予測分析を行う際に適応的に選択された最適予測次数Poptが大
きくなるに従って広義単調増加する関係にある値を加算値とし、第１区間Ｔ１での最適な
パラメータを設定する。この例の場合の加算値は、最適予測次数Poptの広義単調増加関数
値に相当する。そして、予測残差e(n)の符号を復号するときには、符号化時に加算値の決
定に用いられた最適予測次数Poptを用い、符号化時と同じ基準に従って加算値を定め、第
１区間Ｔ１でのパラメータを算出する。
【００５４】
　［例８，９］
　例８はL=３の例である。各加算値a(r)が最適予測次数Poptの増加に応じて段階的に大き
くなるように設定されている。各離散時間r=0,1,2での第１区間パラメータはs(r)=s+a(r)
(r=0,1,2)となる。なお、フレームの先頭に近い離散時間での予測残差ほど大きさが大き
くなる傾向がある。そのため、加算値a(r)はインデックスrの広義単調減少関数値に相当
する値であることが望ましい。また、例９はL=2の例である。その他、PARCOR係数を指標
とする場合と同様、最適予測次数Poptの値に応じ、加算値a(r)が各離散時間r=0,1,2で０
とされてもよいし、加算値a(r)が各離散時間r=0,1,2で同値とされてもよい。また、この
例の場合も、第１区間Ｔ１の一部の離散時間のみに本発明が適用されてもよい。また、最
適予測次数Poptの変化に応じて連続的に変化する関数値が加算値a(r)とされてもよい。
　《例８》
　16≦Popt≦Pmaxのとき ：a(0)=3, a(1)=2, a(2)=1
　4≦Popt＜16のとき   ：a(0)=2, a(1)=1, a(2)=0
　Pmin≦Popt＜4のとき　：a(0)=1, a(1)=0, a(2)=0
　《例９》
　16≦Popt≦Pmaxのとき ：a(0)=3, a(1)=2
　4≦Popt＜16のとき   ：a(0)=2, a(1)=1
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　Pmin≦Popt＜4のとき　 ：a(0)=1, a(1)=0
【００５５】
　＜予測残差のエネルギーを指標とする例１＞
　フレームに属する時系列信号x(n)（n=0,...,N-1）の自己相関が大きい場合（時系列信
号x(μ)(μ=μmin,...,μmax)の予測効果が大きい場合）には、フレーム内の予測残差の
エネルギーが小さくなる。逆に自己相関が小さい場合（時系列信号x(μ)(μ=μmin,...,
μmax)の予測効果が小さい場合）には、フレーム内の予測残差のエネルギーが大きくなる
。そのため、フレームに属する時系列信号x(n)（n=0,...,N-1）の自己相関の大きさを示
す指標（時系列信号x(μ)(μ=μmin,...,μmax)の予測効果を表す指標）として、フレー
ム内の予測残差のエネルギーが用いられてもよい。フレーム内の予測残差のエネルギーの
総和は、フレーム内の時系列信号x(n)（n=0,...,N-1）を予測次数Pで短期予測分析して得
られた１次からP次までの各PARCOR係数k(m)(m=1,...,P)を用いてE(0)・Πm=1

P{1-k(m)2}
によって算出できる。なお、E(0)は、フレーム内の時系列信号x(n)（n=0,...,N-1）のエ
ネルギーの総和E(0)=Σn=0

N-1{x(n)}2である。また、予測次数Pが適応的に選択される場
合、予測次数Pは最適予測次数Poptとなる。ただ、E(0)は時系列信号x(n)（n=0,...,N-1）
の自己相関の大小の指標とはならないため、E(p)=Πm=1

P{1-k(m)2}を指標として用いる。
【００５６】
　この例では、予測残差e(n)（n=0,...,N-1）を可変長符号化するときに、E(p)=Πm=1

P{1
-k(m)2}が大きくなるに従って広義単調増減少する関係にある値（E(p)の広義単調増減少
関数値に相当する値）が加算値とされ、第１区間Ｔ１での最適なパラメータが設定される
。なお、各予測次数mでの1-k(m)2は、バーグ（Burg）法など短期予測分析の過程で計算さ
れる値であるため、その過程で得られた各1-k(m)2をメモリに保存しておけば、各1-k(m)2

を再計算することなくE(p)を算出できる。そして、予測残差e(n)の符号を復号するときに
は、１次からP次までの各PARCOR係数に対応する符号の復号値を用い、符号化時と同じ基
準に従って加算値が定められ、第１区間Ｔ１でのパラメータが算出される。
【００５７】
　［例１０，１１］
　例１０はL=３の例である。各加算値a(r)がE(p)の増加に応じて段階的に小さくなるよう
に設定されている。各離散時間r=0,1,2での第１区間パラメータはs(r)=s+a(r)(r=0,1,2)
となる。フレームの先頭に近い離散時間での予測残差ほど大きさが大きくなる傾向がある
。そのため、加算値a(r)はインデックスrの広義単調減少関数値に相当する値であること
が望ましい。また、例１１はL=2の例である。その他、PARCOR係数を指標とする場合と同
様、E(p)の値に応じ、加算値a(r)が各離散時間r=0,1,2で０とされてもよいし、加算値a(r
)が各離散時間r=0,1,2で同値とされてもよい。また、この例の場合も、第１区間Ｔ１の一
部の離散時間のみに本発明を適用することとしてもよい。また、E(p)の値の変化に応じて
連続的に変化する関数値が加算値a(r)とされてもよい。
　《例１０》
　0≦E(p)＜0.1のとき  ：a(0)=3, a(1)=2, a(2)=1
　0.1≦E(p)＜0.6のとき：a(0)=2, a(1)=1, a(2)=0
　0.6≦E(p)≦1のとき  ：a(0)=1, a(1)=0, a(2)=0
　《例１１》
　0≦E(p)＜0.1のとき  ：a(0)=3, a(1)=2
　0.1≦E(p)＜0.6のとき：a(0)=2, a(1)=1
　0.6≦E(p)≦1のとき  ：a(0)=1, a(1)=0
【００５８】
　＜予測残差のエネルギーを指標とする例２＞
　第１区間Ｔ１の先頭の離散時間r=0では、短期予測フィルタによる計算に用いることが
できる時系列信号が存在しない。そこで、フレーム内の時系列信号x(n)（n=0,...,N-1）
の平均エネルギーE(0)/Nを用い、離散時間r=0での予測残差e(0)のエネルギーをE(0)/Nと
推定する。また、P＞r＞0の場合、第１区間Ｔ１の離散時間rでの予測残差e(r)のエネルギ
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ーは、{E(0)/N}・Πm=1
r{1-k(m)2}と推定される。なお、予測次数Pが適応的に選択される

場合、予測次数Pは最適予測次数Poptとなる。また、L≧Pの場合、第２区間Ｔ２の離散時
間zでの予測残差e(z)(z=L,...,N-1)の各エネルギーは{E(0)/N}・Πm=1

P{1-k(m)2}で推定
され、第２区間Ｔ２の予測残差e(z)(z=L,...,N-1)の平均エネルギーは{E(0)/N}・Πm=1

P{
1-k(m)2}で近似される。
【００５９】
　よって、L≧Pの場合、第１区間Ｔ１の先頭の離散時間r=0の予測残差e(0)のエネルギー
と、第２区間Ｔ２の予測残差e(z)(z=L,...,N-1)の平均エネルギーとの差は、
　{E(0)/N}{1-Πm=1

P{1-k(m)2}}
で近似される。また、L≧P＞r＞0の場合、第１区間Ｔ１の離散時間rでの予測残差e(r)の
エネルギーと、第２区間Ｔ２の予測残差e(z)(z=L,...,N-1)の平均エネルギーとの差は、
　{E(0)/N}{{Πm=1

r{1-k(m)2}-Πm=1
P{1-k(m)2}}

で近似される。
【００６０】
　そのため、この例では、予測残差e(n)を可変長符号化するときに、1-Πm=1

P{1-k(m)2}
が大きくなるに従って広義単調増加する関係にある値（1-Πm=1

P{1-k(m)2}の広義単調増
加関数値に相当する値）を離散時間r=0での加算値a(0)とする。また、Πm=1

r{1-k(m)2}-
Πm=1

P{1-k(m)2}が大きくなるに従って広義単調増加する関係にある値（Πm=1
r{1-k(m)2}

-Πm=1
P{1-k(m)2}の広義単調増加関数値に相当する値）を離散時間r(0＜r＜P)での加算値

a(r)とする。そして、これらの加算値を用い、第１区間Ｔ１で最適なパラメータが設定さ
れる。そして、予測残差e(n)の符号を復号するときには、１次からP次までの各PARCOR係
数に対応する符号の復号値を用い、符号化時と同じ基準に従って加算値が求められ、第１
区間Ｔ１でのパラメータが算出される。
【００６１】
　なお、この例の場合、各離散時間r(r=0,...,L-1)での第１区間パラメータは、s(r)=s+a
(r)となる。その他、PARCOR係数を指標とする場合と同様、1-Πm=1

P{1-k(m)2}やΠm=1
r{1

-k(m)2}-Πm=1
P{1-k(m)2}の値に応じ、加算値a(r)(r=0,...,L-1)が各離散時間r(r=0,...,

L-1)で０とされてもよいし、加算値a(r)(r=0,...,L-1)が各離散時間r(r=0,...,L-1)で同
値とされてもよい。また、この場合も、第１区間Ｔ１の一部の離散時間のみに本発明が適
用されてもよい。また、1-Πm=1

P{1-k(m)2}やΠm=1
r{1-k(m)2}-Πm=1

P{1-k(m)2}の値の変
化に応じて連続的に変化する関数値が加算値a(r)とされてもよい。
【００６２】
　＜フレームのサンプル数と加算値との関係の一例＞
　図６Ａは、図５Ａよりもフレームに属するサンプル数が少ない場合の予測残差e(n)（n=
0,...,N-1）の振幅を模式的に例示している。図５Ａと図６Ａとを比較すれば分かるよう
に、フレームに属するサンプル数が少ないほど、第２区間Ｔ２での予測残差の平均振幅が
増加する傾向がある。これは、フレームに属するサンプル数が少ないほど、第２区間Ｔ２
中に占める「短期予測フィルタによる計算に必要なすべての時系列信号x(n)を確保できな
い時間区間」の割合が大きくなることに起因する。そのため、加算値は、符号化の処理単
位となるランダムアクセスされた離散時間区間に属する時系列信号数が大きくなるに従っ
て広義単調増加する関係にあることが望ましい。言い換えると、加算値は、離散時間区間
に属する時系列信号数の広義単調増加関数値に相当する値であることが望ましい。例えば
、符号化の処理単位がフレーム又はサブフレームに切り替え可能とされ、サブフレームを
処理単位として用いる場合の加算値よりも、フレームを処理単位として用いる場合の加算
値が大きくされてもよい。
【００６３】
　＜第２区間パラメータの大きさと加算値との関係の一例＞
　図６Ｂは、フレームに属する予測残差e(n)の振幅が０に近い場合を模式的に例示してい
る。また、図６Ｃは、フレームに属する予測残差e(n)の振幅が最大振幅値MAXに近い場合
を模式的に例示している。
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【００６４】
　図６Ｂのように、フレームに属する各予測残差e(n)の振幅が０に近い場合には、そのフ
レームが無音区間である可能性が高い。この場合、第１区間Ｔ１での予測残差e(r)(r=0,.
..,L-1)の平均振幅と第２区間Ｔ２での予測残差e(z)(z=L,...,N-1)の平均振幅との差も０
に近くなる。この場合には、各時系列信号x(n)（n=0,...,N-1）の自己相関の大きさの変
動（時系列信号x(μ)(μ=μmin,...,μmax)の予測効果の大きさの変動）に対応する、第
１区間Ｔ１と第２区間Ｔ２とでの平均振幅の差の変動幅も小さくなる。
【００６５】
　また、図６Ｃのようにフレームに属する各予測残差e(n)（n=0,...,N-1）の振幅が最大
振幅値MAXに近い場合には、各予測残差e(n)（n=0,...,N-1）が飽和する。この場合、第１
区間Ｔ１での予測残差e(r)(r=0,...,L-1)の平均振幅と第２区間Ｔ２での予測残差e(z)(z=
L,...,N-1)の平均振幅との差が０に近くなる場合が多い。この場合には、各時系列信号x(
n)（n=0,...,N-1）の自己相関の大きさの違いに対応する、第１区間Ｔ１と第２区間Ｔ２
とでの平均振幅の差の違いも小さくなる。
【００６６】
　以上より、フレームに属する各予測残差e(n)（n=0,...,N-1）の振幅が０に近い場合や
最大振幅値MAXに近い場合には、加算値を小さくする設定が望ましい。具体的には、０以
上最大振幅値MAX以下の範囲に所定値TH1と所定値TH2とを設定し（0≦TH1＜TH2≦MAX）、
第２区間パラメータsが所定値TH1以下である場合の加算値a(r)が、当該第２区間パラメー
タが当該所定値TH1よりも大きく所定値TH2よりも小さい場合の加算値a(r)以下となるよう
にしてもよい。すなわち、第２区間パラメータsが所定値TH1以下である場合の加算値が、
第２区間パラメータsが所定値TH1よりも大きい場合の加算値よりも小さくてもよい。又は
、第２区間パラメータsが所定値TH2以上である場合の加算値a(r)が、当該第２区間パラメ
ータsが所定値TH1よりも大きく当該所定値TH2よりも小さい場合の加算値a(r)以下となる
ようにしてもよい。すなわち、第２区間パラメータsが所定値TH2以上ある場合の加算値が
、第２区間パラメータsが所定値TH2よりも小さい場合の加算値よりも小さくてもよい。又
は、これら両方の設定を行ってもよい。
【００６７】
　＜付加情報＞
　上述した加算値を特定するために必要なPARCOR係数などの指標は、従来の短期予測符号
化方式でも復号装置に与えられるものである。すなわち、本形態の処理を行うにあたり、
符号化装置は、符号に新たな情報を付加する必要はない。
【００６８】
　しかし、符号化装置が、加算値を特定するための基準を選択できる構成とし、符号化装
置が選択した基準を示す補助情報dが符号に含まれてもよい。例えば、符号化装置が、上
述した《例１》の基準と《例２》の基準とから１つの基準を選択し、その基準に従って加
算値を決定し、選択した基準を示す補助情報dを符号に含めて復号装置に与えてもよい。
また、符号化装置が上述したPARCOR係数を指標とする基準と最適予測次数を指標とする基
準とから１つの基準を選択し、その基準に従って加算値を決定し、選択した基準を示す補
助情報dを符号に含めて復号装置に与えてもよい。
【００６９】
　また、第２区間パラメータと加算値との和を第１区間パラメータとするのではなく、第
２区間パラメータと加算値との和に対して広義単調増加する関係にある補正値を第１区間
パラメータとしてもよい。この場合、符号化装置が、その補正内容を示す補助情報cを符
号に含めて復号装置に与えることにしてもよい。補正内容を示す補助情報cの一例は、第
１区間Ｔ１の予測残差e(r)(r=0,...,L-1)の平均振幅から実際に計算したパラメータと、
第２区間パラメータと加算値との和との差である。
【００７０】
　＜基準の組み合わせ＞
　上述した基準を組み合わせて加算値a(r)(r=0,...,L-1)が設定されてもよい。例えば、



(18) JP 4866484 B2 2012.2.1

10

20

30

40

50

異なる離散時間で異なる基準が用いられてもよい。例えば、離散時間r=1では、上述したP
ARCOR係数を指標とする基準に従って加算値a(1)が定められ、離散時間r=2では、上述した
最適予測次数を指標とする基準に従って加算値a(2)が定められてもよい。
【００７１】
　＜パラメータ＞
　なお、本形態で設定を行うパラメータとは、予測残差を可変長符号化するためのパラメ
ータであって、符号量を最小化するための最適値が当該予測残差の振幅が大きくなるに従
って広義単調増加又は単調増加する関係にあるパラメータである。このようなパラメータ
の一例は、予測残差をゴロム・ライス符号化するためのライスパラメータである。しかし
、これは本発明を限定するものではない。本発明は、例えば、予測残差又はその絶対値の
増加に応じて単調増加する関係にある０以上の整数を被除数とし、当該予測残差が属する
時間区間に対して設定されたパラメータに依存する整数を法数とした除算によって得られ
る整数の商を特定する第１情報と、前記被除数の前記法数に関する剰余を特定する第２情
報とを含む情報を予測残差に対応する符号とする、あらゆる可変長符号化方式のパラメー
タに適用できる。このようなパラメータの例としては、ライスパラメータの他に予測残差
をゴロム符号化（Golomb Coding）するためのゴロムパラメータや、ゴロム・ライス符号
やゴロム符号のアルファ符号部分をハフマン符号（Huffman Code）に置き換えた可変長符
号化方式のパラメータを例示できる。
【００７２】
　また、第２区間パラメータsは、第２区間Ｔ２を含む時間区間での予測残差e(μ)(μ=μ

min,...,μmax)の平均振幅が大きくなるに従って広義単調増加する値である。第２区間パ
ラメータsは、第２区間Ｔ２の各予測残差e(z)(z=L,...,N-1)の平均振幅を用いて設定され
てもよいし、第１区間Ｔ１及び第２区間Ｔ２の各予測残差e(n)(n=0,...,N-1)の平均振幅
を用いて設定されてもよいし、第１区間Ｔ１の一部と第２区間Ｔ２の各予測残差の平均振
幅を用いて設定されてもよい。また、第２区間Ｔ２を含む時間区間の各予測残差e(μ)(μ
=μmin,...,μmax)の平均振幅に対して広義単調増加するのであれば、第２区間Ｔ２の一
部の区間の各予測残差の平均振幅を用いて、第２区間パラメータsが設定されてもよい。
【００７３】
　また、前述した予測残差又はその絶対値の増加に応じて単調増加する０以上の整数を被
除数とし、当該予測残差が属する時間区間に対して設定されたパラメータに依存する整数
を法数とした除算によって得られる整数の商を特定する第１情報と、前記被除数の前記法
数に関する剰余を特定する第２情報とを含む情報を予測残差に対応する符号とする、可変
長符号化方式の場合、第２区間Ｔ２を含む時間区間での予測残差e(μ)(μ=μmin,...,μm

ax)の符号の平均振幅を最小化するように第２区間パラメータsが算出される。ライスパラ
メータの場合には、例えば、log2{ln2・(2・D)}（Dは第２区間Ｔ２を含む時間区間での予
測残差e(μ)(μ=μmin,...,μmax)の平均振幅）が整数に量子化された値が第２区間パラ
メータsとされる。
【００７４】
　＜長期予測フィルタを用いて得られた予測残差の符号化＞
　時系列信号の長期予測分析を行い、長期予測フィルタを用いて得られた予測残差の符号
化を行う場合、前述のLは、長期予測分析における遅延値τの最大値以下の予め定められ
た整数である。前述のように、長期予測分析は、入力された時系列信号x(n)（n=0,...,N-
1）に対し、式(4)に示す予測残差e(n)（n=0,...,N-1）のエネルギーを最小化するゲイン
ρ(j)や遅延値τを算出する処理であり、遅延値τは最小遅延値Τmin以上かつ最大遅延値
Τmax以下の範囲から適応的に選択される。そのため、長期予測フィルタによる計算に必
要なすべての時系列信号x(n)を確保できない時間区間となり得るのは、先頭からΤmax番
目までの離散時間からなる時間区間(0,...,Τmax-1)である。そこで、本形態では、この
時間区間(0,..., Τmax-1)のうちの時間区間(0,...,L-1)を第１区間Ｔ１とする。また、
残りの時間区間(L,...,N-1)を第２区間Ｔ２とする。そして、予測残差e(n)を可変長符号
化するときに、第２区間Ｔ２を含む時間区間での予測残差e(μ)(μ=μmin,...,μmax)の
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平均振幅が大きくなるに従って広義単調増加する正の第２区間パラメータsが、第２区間
Ｔ２の予測残差e(z)を可変長符号化するためのパラメータとして算出される。また、第２
区間パラメータsと、フレームに属する時系列信号x(n)（n=0,...,N-1）の自己相関が大き
くなるに従って広義単調増加する関係にある正の加算値（時系列信号x(n)（n=0,...,N-1
）の長期予測分析を行った場合の予測効果を表す指標に対応する値）との和又はその補正
値である第１区間パラメータが、第１区間Ｔ１に属する或る離散時間での予測残差を可変
長符号化するためのパラメータとされる。すなわち、第１区間パラメータは、第２区間パ
ラメータsと、時系列信号x(n)（n=0,...,N-1）の長期予測分析を行った場合の予測効果を
表す指標に対応する値との和の広義単調増加関数値に相当する値である。
【００７５】
　予測残差e(n)の符号を復号するときには、予測残差e(n)を可変長符号化するときと同一
の基準に従い、第１区間に属する或る離散時間での予測残差の可変長符号を復号するため
の第１区間パラメータが算出される。
【００７６】
　長期予測フィルタを用いて得られた予測残差を符号化する場合の加算値は、例えば、離
散時間区間（0,...,N-1）の時系列信号x(n)（n=0,...,N-1）を長期予測分析して得られた
長期予測フィルタの予測係数であるゲインρ(j)の絶対値|ρ(j)|が大きくなるに従って広
義単調増加する関係にある値である。この例では、予測残差e(n)を可変長符号化するとき
に、ゲインρ(j)が大きくなるに従って広義単調増減少する関係にある値が加算値とされ
、第１区間Ｔ１で最適なパラメータが設定される。そして、予測残差e(n)の符号を復号す
るときには、ゲインρ(j)に対応する符号の復号値を用い、符号化時と同じ基準に従って
加算値が定められ、第１区間Ｔ１でのパラメータが算出される。
【００７７】
　［例１２，１３］
　例１２はL=３の例である。例１２では、各加算値a(r)がゲインρ(j)の絶対値|ρ(j)|の
増加に応じて段階的に大きくなるように設定されている。各離散時間r=0,1,2での第１区
間パラメータはs(r)=s+a(r)(r=0,1,2)となる。フレームの先頭に近い離散時間での予測残
差ほど大きさが大きくなる傾向がある。そのため、加算値a(r)は、インデックスrの広義
単調減少関数値に相当する値であることが望ましい。また、例１３では、各加算値a(r)が
ゲインρ(-tap),...,ρ(tap)の絶対値の平均値ρaveの増加に応じて段階的に大きくなる
ように設定されている。その他、ゲインの値に応じ、加算値a(r)が各離散時間r=0,1,2で
０とされてもよいし、加算値a(r)が各離散時間r=0,1,2で同値とされてもよい。また、こ
の例の場合も、第１区間Ｔ１の一部の離散時間のみに本発明が適用されてもよい。また、
ゲインの変化に応じて連続的に変化する関数値が加算値a(r)とされてもよい。
　《例１２》
　|ρ(0)|≧60のとき ：a(0)=3, a(1)=2, a(2)=1
　60＞|ρ(0)|≧40のとき ：a(0)=2, a(1)=1, a(2)=0
　40＞|ρ(0)|のとき 　 ：a(0)=1, a(1)=0, a(2)=0
　《例１３》
　ρave≧60のとき ：a(0)=3, a(1)=2, a(2)=1
　60＞ρave≧40のとき ：a(0)=2, a(1)=1, a(2)=0
　40＞ρaveのとき 　 ：a(0)=1, a(1)=0, a(2)=0
【００７８】
　その他、加算値の具体的な設定方法以外の事項については、上述した短期予測フィルタ
を用いて得られた予測残差を符号化する場合と同様である。また、短期予測フィルタを用
いて得られた予測残差を時系列信号として長期予測分析を行い、長期予測フィルタを用い
て得られた予測残差を符号化する場合に本発明を用いてもよい。逆に、長期予測フィルタ
を用いて得られた予測残差を時系列信号として短期予測分析を行い、短期予測フィルタを
用いて得られた予測残差を符号化する場合に本発明を用いてもよい。このように短期予測
分析と長期予測分析とを組み合わせる場合の加算値は、上述した短期予測フィルタを用い
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て得られた予測残差を符号化する場合の加算値と同様であってもよいし、長期予測フィル
タを用いて得られた予測残差を符号化する場合の加算値と同様であってもよいし、それら
の設定基準を組み合わせて設定された加算値であってもよい。
【００７９】
　〔第１実施形態〕
　次に、本発明の第１実施形態を説明する。本形態は、短期予測フィルタを用いて得られ
た予測残差を符号化する形態である。本形態では、PARCOR係数の大きさを指標として加算
値を設定する例を説明する。また、具体的な基準として《例１》の基準を用いる場合を例
示する。さらに、本形態の例では、０以上最大振幅値MAX以下の範囲に所定値TH1と所定値
TH2とを設定し（0≦TH1＜TH2≦MAX）、第２区間パラメータsが所定値TH1以下である場合
の加算値a(r)が、当該第２区間パラメータが当該所定値TH1よりも大きく所定値TH2よりも
小さい場合の加算値a(r)以下となるようにし、第２区間パラメータsが所定値TH2以上であ
る場合の加算値a(r)が、当該第２区間パラメータsが所定値TH1よりも大きく当該所定値TH
2よりも小さい場合の加算値a(r)以下となるようにする。ただし、これらは本発明を限定
するものではない。
【００８０】
　＜構成＞
　図７は、第１実施形態の符号化装置１００の機能構成を説明するためのブロック図であ
り、図８は、図７に示した残差符号化部１２０の機能構成を説明するためのブロック図で
ある。また、図９は、第１実施形態の復号装置２００の機能構成を説明するためのブロッ
ク図であり、図１０は、図９に示した残差復号部２２０の機能構成を説明するためのブロ
ック図である。なお、これらの図において図１から図３と同じ構成については、図１から
図３と同じ符号を用い、説明を省略する。
【００８１】
　図７に示すように、本形態の符号化装置１００は、予測符号化部２１１０、残差符号化
部１２０、及び合成部２１３０を有する。また、図８に示すように、残差符号化部１２０
は、パラメータ算出部１２１、及び符号化部１２２を有する。また、パラメータ算出部１
２１は、第２区間パラメータ算出部１２１ａ、加算値決定部１２１ｂ、及び第１区間パラ
メータ算出部１２１ｃを有する。また、符号化部１２２は、分離演算部１２２ａ、可変長
符号化部２１２２ｂ、及び合成部２１２２ｃを有する。
【００８２】
　また、図９に示すように、本形態の復号装置２００は、分離部２２１０、残差復号部２
２０、及び予測復号部２２３０を有する。また、図１０に示すように、残差復号部２２０
は、分離部２２２１、可変長復号部２２４、合成演算部２２５、加算値決定部２２２、及
びパラメータ算出部２２３を有する。
【００８３】
　なお、本形態の符号化装置１００や復号装置２００は、例えば、ＣＰＵ（central proc
essing unit）、ＲＡＭ（random-access memory）、ＲＯＭ（read-only memory）等を備
えた公知のコンピュータや専用コンピュータに所定のプログラムが読み込まれ、ＣＰＵが
それを実行することによって構成される特別な装置である。すなわち、フレームバッファ
２１１１は、例えば、ＲＡＭ、キャッシュメモリ、レジスタ等のメモリであり、その他の
各処理部は、例えば、ＣＰＵが所定のプログラムを実行することで構築される処理部であ
る。また、これらの処理部の少なくとも一部が集積回路等の電子回路によって構成されて
もよい。さらに、必要に応じ、符号化装置１００や復号装置２００に、各処理部の処理に
よって出力されたデータを格納し、各処理部の別の処理時にデータが読み出される一時メ
モリを設けてもよい。また、このような各処理部の実現方法は、以下の各実施形態やその
変形例でも同様である。
【００８４】
　＜符号化方法＞
　図１１は、第１実施形態の符号化方法を説明するためのフローチャートである。また、
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図１２は、図１１のステップＳ３０の一例を説明するためのフローチャートであり、図１
３は、図１１のステップＳ５０の詳細を例示するためのフローチャートである。以下、こ
れらの図を用いて本形態の符号化方法を説明する。
【００８５】
　符号化装置１００（図７）の予測符号化部２１１０には、標本化・量子化されたPCM形
式の時系列信号x(n)が入力される。これらの時系列信号x(n)は、線形量子化（「一様量子
化」と呼ぶ場合もある）されたものであってもよいし、圧伸量子化（例えば、ITU-T Reco
mmendation G.711, “Pulse Code Modulation (PCM) of Voice Frequencies”参照）のよ
うな非線形量子化（「非一様量子化」と呼ぶ場合もある）されたものであってもよい。ま
た、時系列信号x(n)がPCM形式の信号ではなく、量子化されていない信号であってもよい
。
【００８６】
　フレームバッファ２１１１でバッファされた１フレーム分の時系列信号x(n)（n=0,...,
N-1）は、短期予測分析部２１１２に送られる。短期予測分析部２１１２は、時系列信号x
(n)（n=0,...,N-1）の短期予測分析を行い、最小予測次数Pmin以上かつ最大予測次数Pmax
以下の範囲から最適予測次数Poptを選択するとともに、各予測次数mでの各PARCOR係数k(m
)(m=1,...,Popt)をそれぞれ生成する。なお、短期予測分析部２１１２は、時系列信号x(n
)をそのまま短期予測分析する構成であってもよいし、非線形量子化されて入力された時
系列信号x(n)を線形量子化や他の非線形量子化にマッピングしてから短期予測分析を行う
構成であってもよい。その後、PARCOR係数k(m)（m=1,2,...,Popt）に対応する係数符号Ck
が生成されるとともに、前述した予測フィルタ処理によって予測残差e(n)（n=0,...,N-1
）が生成される（ステップＳ１０）。
【００８７】
　予測残差e(n)（n=0,...,N-1）は、残差符号化部１２０の第２区間パラメータ算出部１
２１ａに入力される。第２区間パラメータ算出部１２１ａは、各予測残差e(n)（n=0,...,
N-1）を用い、第２区間(L,...,N-1)を含む時間区間での予測残差e(μ)(μ=μmin,...,μm

ax)の平均振幅が大きくなるに従って広義単調増加する関係にある正の第２区間パラメー
タsを、第２区間(L,...,N-1)の予測残差e(n)を可変長符号化するためのパラメータとして
算出する。この第２区間パラメータの算出方法は前述の通りである。第２区間パラメータ
算出部１２１ａは、例えば、log2{ln2・(2・D)}（Dは第２区間Ｔ２を含む時間区間での予
測残差e(μ)(μ=μmin,...,μmax)の平均振幅）を整数に量子化した値を第２区間パラメ
ータsとする（ステップＳ２０）。
【００８８】
　次に、加算値決定部１２１ｂに、ステップＳ１０で生成された１次のPARCOR係数k(1)と
、ステップＳ２０で生成された第２区間パラメータsとが入力される。加算値決定部１２
１ｂは、これらを用い、第２区間(L,...,N-1)を含む時間区間での時系列信号x(μ)(μ=μ

min,...,μmax)の平均振幅に対する予測残差e(n)の平均振幅の比が小さくなるに従って広
義単調増加する関係にある正の加算値a(r)(r=0,...,L-1)を求める。この例の加算値a(r)
は、離散時間区間(0,...,N-1)に属する時系列信号x(n)（n=0,...,N-1）の自己相関が大き
くなるに従って広義単調増加する関係にある値である。また、この例の加算値a(r)は、時
系列信号x(μ)(μ=μmin,...,μmax)の予測効果を表す指標に対応する（ステップＳ３０
）。
【００８９】
　［ステップＳ３０の一例］
　図１２に示す処理はL=3の場合の一例である。この例の場合、まず、加算値決定部１２
１ｂは、s≦TH1を満たすか否かを判断し（ステップＳ３１）、s≦TH1を満たすのであれば
、加算値をa(0)=1，a(1)=0，a(2)=0とする（ステップＳ３２）。また、s≦TH1を満たさな
いのであれば、加算値決定部１２１ｂは、s≧TH2を満たすか否かを判断し（ステップＳ３
３）、s≧TH2を満たすのであれば、加算値をa(0)=0，a(1)=0，a(2)=0とする（ステップＳ
３４）。さらに、s≧TH2も満たさないのであれば、加算値決定部１２１ｂは、|k(1)|≧0.



(22) JP 4866484 B2 2012.2.1

10

20

30

40

50

9を満たすか否かを判断し（ステップＳ３５）、|k(1)|≧0.9を満たすのであれば、加算値
をa(0)=3，a(1)=2，a(2)=1とする（ステップＳ３６）。また、|k(1)|≧0.9も満たさない
のであれば、加算値決定部１２１ｂは、|k(1)|≧0.6を満たすか否かを判断し（ステップ
Ｓ３７）、|k(1)|≧0.6を満たすのであれば、加算値をa(0)=2，a(1)=1，a(2)=0とする（
ステップＳ３８）。|k(1)|≧0.6も満たさないのであれば、加算値決定部１２１ｂは、加
算値をa(0)=1，a(1)=0，a(2)=0とする（ステップＳ３９）。なお、この例では１次のPARC
OR係数k(1)の絶対値|k(1)|を指標にして加算値a(r)を決定している。しかし、１次のPARC
OR係数k(1)の量子化誤差が原因となって、符号化装置１００で選択された加算値a(r)が復
号装置２００で選択される加算値a(r)（後述する）と相違してしまうことを防止するため
に、１次のPARCOR係数k(1)を量子化してから逆量子化して得られた１次のPARCOR係数k(1)
の絶対値を指標にし、上述のように加算値a(r)が決定されもよい（［ステップＳ３０の一
例］の説明終わり）。
【００９０】
　次に、第１区間パラメータ算出部１２１ｃに、ステップＳ２０で生成された第２区間パ
ラメータsと、ステップＳ３０で生成された加算値a(r)(r=0,...,L-1)とが入力される。第
１区間パラメータ算出部１２１ｃは、これらを用い、第２区間パラメータsと加算値a(r)(
r=0,...,L-1)との和である第１区間パラメータs(r)=s+a(r)を、第１区間(0,...,L-1)に属
する離散時間rでの予測残差e(r)を可変長符号化するためのパラメータとして算出する（
ステップＳ４０）。
【００９１】
　次に、符号化部２１２２に、ステップＳ２０で生成された第２区間パラメータsと、ス
テップＳ４０で生成された第１区間パラメータs(r)(r=0,...,L-1)と、予測残差e(n)（n=0
,...,N-1）とが入力される。符号化部２１２２は、第１区間パラメータs(r)(r=0,...,L-1
)をそれぞれ用いて第１区間(0,...,L-1)に属する離散時間rでの予測残差e(r)を可変長符
号化し、第２区間パラメータsを用いて第２区間(L,...,N-1)に属する離散時間z(z=L,...,
N-1)での予測残差e(z)を可変長符号化し、予測残差e(n)に対応する残差符号Ce(n)を生成
する（ステップＳ５０）。予測残差e(z)を可変長符号化するための符号化方式の一例は、
予測残差e(n)又はその絶対値の増加に応じて単調増加する０以上の整数を被除数とし、当
該予測残差e(n)が属する時間区間に対して設定されたパラメータに依存する整数を法数と
した除算によって得られる整数の商を特定する第１情報と、前記被除数の前記法数に関す
る剰余を特定する第２情報とを含む情報を予測残差e(n)に対応する残差符号Ce(n)とする
方式である。このような符号化方式としては、ゴロム・ライス符号化方式、ゴロム符号化
方式、ゴロム・ライス符号やゴロム符号のアルファ符号部分をハフマン符号に置き換えた
可変長符号化方式などを例示できる。
【００９２】
　［ステップＳ５０の一例］
　図１３に示す処理は、予測残差e(n)をゴロム・ライス符号化する場合の一例である。な
お、以下では離散時間nについての処理を説明するが、実際は各離散時間n=0,...,N-1につ
いてそれぞれ同様な処理が実行される。
【００９３】
　この例では、まず、分離演算部１２２ａがn≦L-1であるか否かを判断する（ステップＳ
５１）。これは処理中の離散時間nが第１区間T1に属するか否かの判断である。そして、
分離演算部１２２ａは、n≦L-1である場合にw(n)=s(n)とし（ステップＳ５２ａ）、n＞L-
1である場合にw(n)=sとする（ステップＳ５２ｂ）。
【００９４】
　次に、分離演算部１２２ａは、w(n)が０であるか否かを判定する（ステップＳ５３）。
ここで、w(n)=0でなかった場合、分離演算部１２２ａは、入力された予測残差e(n)が０以
上であるか否かを判定し（ステップＳ５４ａ）、e(n)≧0であると判定された場合、
　q(n)=floor(e(n)/2w(n)－1) (for e(n)≧０)　　　　 …(6)
に従って整数の商q(n)を生成し（ステップＳ５５ａ）、
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　sub(n)=e(n)－2w(n)－1・q(n)+2w(n)－1 (for e(n)≧０) 　　…(7)
に従って剰余を特定するための情報sub(n)を生成して出力する（ステップＳ５６ａ）。
【００９５】
　一方、ステップＳ５４ａでe(n)≧0でないと判定された場合、分離演算部１２２ａは、
　q(n)=floor{(－e(n)－1)/2w(n)－1} (for e(n)＜０)　　…(8)
に従って整数の商q(n)を生成し（ステップＳ５５ｂ）、
　sub(n)=(－e(n)－1)－2w(n)－1・q(n) (for e(n)＜０) 　 …(9)
に従って剰余を特定するための情報sub(n)を生成して出力する（（ステップＳ５６ｂ）。
【００９６】
　一方、ステップＳ５３でw(n)=0であると判定された場合、分離演算部１２２ａは、入力
された予測残差e(n)が０以上であるか否かを判定し（ステップＳ５４ｂ）、e(n)≧0であ
ると判定された場合、
　q(n)=2・e(n) (for e(n)≧０)　　　　 …(10)
に従って商q(n)を生成し（ステップＳ５５ｃ）、sub(n)をnullとして出力する（ステップ
Ｓ５６ｃ）。
【００９７】
　一方、ステップＳ５４ｂでe(n)≧0でないと判定された場合、分離演算部１２２ａは、
　q(n)=－2・e(n)－1 (for e(n)＜０)　　　…(11)
に従って商q(n)を生成し（ステップＳ５５ｄ）、sub(n)をnullとして出力する（ステップ
Ｓ５６ｃ）。
【００９８】
　次に、分離演算部１２２ａから出力された商q(n)は可変長符号化部２１２２ｂに入力さ
れる。可変長符号化部２１２２ｂは、例えば、アルファ符号化方法等の可変長符号化方法
によって商q(n)を符号化し、商q(n)に対応する情報prefix(n)を生成して出力する（ステ
ップＳ５７）。
【００９９】
　次に、分離演算部１２２ａから出力された情報sub(n)と、可変長符号化部２１２２ｂか
ら出力された情報prefix(n)が合成部２１２２ｃに入力される。合成部２１２２ｃは、情
報prefix(n)と情報sub(n)とを合成し、予測残差e(n)に対応する残差符号Ce(n)を生成する
（ステップＳ５８／［ステップＳ５０の一例］）の説明終わり）。
【０１００】
　その後、係数符号Ckと残差符号Ce(n)（n=0,...,N-1）と第２区間パラメータsと予測次
数Poptとが合成部２１３０に入力され、合成部２１３０は、これらを合成した符号Cgを生
成して出力する（ステップＳ６０）。なお、本形態では、復号装置２００で加算値a(r)を
復元するためのみに用いる特別な補助情報を符号Cgに付加する必要はない。
【０１０１】
　＜復号方法＞
　図１４は、第１実施形態の復号方法を説明するためのフローチャートである。また、図
１５は、ステップＳ２５０の詳細を例示するためのフローチャートである。以下、これら
の図を用いて本形態の復号方法を説明する。
【０１０２】
　復号装置２００（図９）の分離部２２１０は、復号装置２００に入力された符号Cgを分
離し、PARCOR係数に対応する係数符号Ckと、予測残差e(n)（n=0,...,N-1）に対応する残
差符号Ce(n)（n=0,...,N-1）と、第２区間パラメータsと、最適予測次数Poptを生成する
（ステップＳ２１０）。
【０１０３】
　係数符号Ckは係数復号部２２３１に入力され、係数復号部２２３１は、係数符号Ckを復
号して量子化PARCOR係数i(m)（m=1,...,Popt）を生成する（ステップＳ２２０）。
【０１０４】
　次に、分離部２２１０から出力された第２区間パラメータsと、係数復号部２２３１か
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ら出力された１次の量子化PARCOR係数i(1)とが、加算値決定部２２２に入力される。加算
値決定部２２２は、これらを用い、離散時間区間(0,...,N-1)に属する時系列信号x(n)（n
=0,...,N-1）の自己相関が大きくなるに従って広義単調増加する関係にある加算値a(r)(r
=0,...,L-1)を求める。この例での加算値a(r)の決定は、ステップＳ３０と同一の基準に
従って実行される。図１２に例示した決定方法に従うのであれば、加算値決定部２２２は
、例えば、１次の量子化PARCOR係数i(1)を逆量子化して１次のPARCOR係数k(1)を復元し、
図１２に例示した手順に従って加算値a(r)を求める（ステップＳ２３０）。なお、この例
での加算値a(r)は、時系列信号x(μ)(μ=μmin,...,μmax)の予測効果を表す指標に対応
する。
【０１０５】
　次に、分離部２２１０から出力された第２区間パラメータsと、加算値決定部２２２か
ら出力された加算値a(r)(r=0,...,L-1)とが、パラメータ算出部２２３に入力される。パ
ラメータ算出部２２３は、第２区間パラメータsと加算値a(r)(r=0,...,L-1)との和である
第１区間パラメータs(r)(r=0,...,L-1)を算出する（ステップＳ２４０）。
【０１０６】
　次に、分離部２２２１、可変長復号部２２４、及び可変長復号部２２２２が、第１区間
パラメータs(r)(r=0,...,L-1)をそれぞれ用い、第１区間(0,...,L-1)に属する離散時間r(
r=0,...,L-1)での残差符号Ce(r)(r=0,...,L-1)を復号し、第２区間パラメータsを用い、
第２区間(L,...,N-1)に属する離散時間z(z=L,...,N-1)の残差符号Ce(z)(z=L,...,N-1)を
復号し、予測残差e(n)（n=0,...,N-1）を求める（ステップＳ２５０）。
【０１０７】
　［ステップＳ２５０の一例］
　図１５に示す処理は、予測残差e(n)のゴロム・ライス符号を復号する場合の一例である
。なお、以下では離散時間nについての処理を説明するが、実際は各離散時間n=0,...,N-1
についてそれぞれ同様な処理が実行される。
【０１０８】
　まず、分離部２２２１に残差符号Ce(n)が入力される。分離部２２２１は、残差符号Ce(
n)を分離し、情報prefix(n)と、情報sub(n)とを生成する（ステップＳ２５１）。情報pre
fix(n)は、可変長復号部２２２２に入力される。可変長復号部２２２２は、当該情報pref
ix(n)を復号して商q(n)を求める（ステップＳ２５２）。
【０１０９】
　次に、分離部２２２１から出力された情報sub(n)と、可変長復号部２２２２から出力さ
れた商q(n)と、パラメータ算出部２２３から出力された第１区間パラメータs(r)(r=0,...
,L-1)と、第２区間パラメータsとが、合成演算部２２５に入力される。
【０１１０】
　合成演算部２２５は、まず、n≦L-1であるか否かを判断する（ステップＳ２５３）。こ
れは処理中の離散時間nが第１区間Ｔ１に属するか否かの判断である。そして、合成演算
部２２５は、n≦L-1である場合にw(n)=s(n)とし（ステップＳ２５４ａ）、n＞L-1である
場合にw(n)=sとする（ステップＳ２５４ｂ）
【０１１１】
　次に、合成演算部２２５は、w(n)が０であるか否かを判定する（ステップＳ２５５）。
ここで、w(n)=0でないと判定された場合、次に合成演算部２２５は、情報sub(n)が2w(n)
－１以上であるか否かを判定する（ステップＳ２５６ａ）。この判定は予測残差e(n)が０
以上であるか否かを判定することに相当する。ステップＳ２５６ａでsub(n)≧2w(n)－１

と判定された場合、合成演算部２２５は、以下の式によって予測残差e(n)を算出する（ス
テップＳ２５７ａ）。
　e(n)=sub(n)+2w(n)－1・q(n)－2w(n)－1　　　　…(12)
【０１１２】
　一方、ステップＳ２５６ａでsub(n)＜2w(n)－１と判定された場合、合成演算部２２５
は、以下の式によって予測残差e(n)を算出する（ステップＳ２５７ｂ）。
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　e(n)=－sub(n)－1－2w(n)－1・q(n) 　　　　…(13)
【０１１３】
　一方、ステップＳ２５５でw(n)=0と判定された場合、次に合成演算部２２５は、情報q(
n)が偶数であるか否かを判定する（ステップＳ２５６ｂ）。この判定は予測残差e(n)が０
以上であるか否かを判定することに相当する。ステップＳ２５６ｂでq(n)が偶数であると
判定された場合、合成演算部２２５は、以下の式によって予測残差e(n)を算出する（ステ
ップＳ２５７ｃ）。
　e(n)=q(n)/2 　　　　…(14)
【０１１４】
　一方、ステップＳ２５６ｂでq(n)が奇数であると判定された場合、合成演算部２２５は
、以下の式によって予測残差e(n)を算出する（ステップＳ２５７ｄ）。
　e(n)=－(q(n)+1)/2 　　　　…(15)
【０１１５】
　以上のように生成された予測残差e(n)は、合成演算部２２５から出力される（［ステッ
プＳ２５０の一例］の説明終わり）。
【０１１６】
　その後、短期予測部２２３３と加算部２２３４とが、残差復号部２２０から出力された
予測残差e(n)（n=0,...,N-1）と、係数復号部２２３１から出力された量子化PARCOR係数i
(m)（m=1,...,Popt）とを用い、時系列信号x(n)（n=0,...,N-1）を生成して出力する（ス
テップＳ２６０）。
【０１１７】
　〔第１実施形態の変形例〕
　本形態では、予測残差e(n)の符号化時に、符号化装置１００の加算値決定部１２１ｂ（
図８）が、フレーム内の時系列信号x(n)(n=0,...,N-1)を短期予測分析して得られた或る
次数のPARCOR係数の大きさが大きくなるに従って広義単調増加する関係にある加算値a(r)
(r=0,...,L-1)を求め、復号時に復号装置２００の加算値決定部２２２が、その次数のPAR
COR係数に対応する符号の復号値を用い、その次数のPARCOR係数の絶対値が大きくなるに
従って広義単調増加する関係にある加算値a(r)を求めることとした。しかし、前述のよう
に、その他の基準に従って加算値a(r)が求められてもよい。
【０１１８】
　例えば、予測残差e(n)の符号化時に、符号化装置１００の加算値決定部１２１ｂ（図８
）に、フレーム内の時系列信号x(n)(n=0,...,N-1)の短期予測分析を行う際に適応的に選
択された最適予測次数Poptが入力され、加算値決定部１２１ｂが、この最適予測次数Popt
が大きくなるに従って広義単調増加する関係にある加算値a(r)を求めてもよい。この場合
の復号時には、復号装置２００の加算値決定部２２２に分離部２２１０から出力された最
適予測次数Poptが入力され、加算値決定部２２２が、加算値決定部１２１ｂと同一の基準
に従い、加算値a(r)を求める。
【０１１９】
　また、例えば、予測残差e(n)の符号化時に、符号化装置１００の加算値決定部１２１ｂ
（図８）に、フレーム内の時系列信号x(n)(n=0,...,N-1)を短期予測分析して得られた１
次からP次（例えば、P=Popt）までの各PARCOR係数k(m)(m=1,...,P)が入力され、加算値決
定部１２１ｂがΠm=1

P{1-k(m)2}が大きくなるに従って広義単調減少する関係にある加算
値a(r)を求めてもよい。この場合の復号時には、復号装置２００の加算値決定部２２２に
係数復号部２２３１から出力された１次からP次までの各量子化PARCOR係数i(m)（「１次
からP次までの各PARCOR係数に対応する符号の復号値」に相当）が入力され、加算値決定
部２２２が、それらを逆量子化して１次からP次までのPARCOR係数k(m)を復元し、加算値
決定部１２１ｂと同一の基準に従い、加算値a(r)を求める。
【０１２０】
　また、例えば、予測残差e(n)の符号化時に、符号化装置１００の加算値決定部１２１ｂ
（図８）に、フレーム内の時系列信号x(n)(n=0,...,N-1)を短期予測分析して得られた１
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次からP次までの各PARCOR係数k(m)(m=1,...,P)が入力され、加算値決定部１２１ｂが、1-
Πm=1

P{1-k(m)2}が大きくなるに従って広義単調増加する関係にある加算値a(r)(r=0)を求
め、Πm=1

r{1-k(m)2}-Πm=1
P{1-k(m)2}が大きくなるに従って広義単調増加する関係にあ

る加算値a(r)(0＜r＜P)を求めてもよい。この場合の復号時には、復号装置２００の加算
値決定部２２２に係数復号部２２３１から出力された１次からP次までの各量子化PARCOR
係数i(m)（m=1,...,P）が入力され、加算値決定部２２２が、それらを逆量子化して１次
からP次までのPARCOR係数k(m)（m=1,...,P）を復元し、加算値決定部１２１ｂと同一の基
準に従い、加算値a(r)(r=0)及びa(r)(0＜r＜P)を求める。
【０１２１】
　また、これらの異なる基準が組み合わされて利用されてもよく、例えば、離散時間rご
とに異なる基準が用いられ、加算値a(r)が求められてもよい。
【０１２２】
　また、例えば、フレームが符号化の処理単位である場合と、サブフレームが符号化の処
理単位である場合と、の切り替えが可能である場合に、加算値決定部１２１ｂ，２２２が
、サブフレームが処理単位とされる場合の加算値a(r)よりも、フレームが処理単位とされ
る場合の加算値a(r)を大きくしてもよい。
【０１２３】
　また、本実施形態では、０以上最大振幅値MAX以下の範囲に所定値TH1と所定値TH2とを
設定し（0≦TH1＜TH2≦MAX）、第２区間パラメータsが所定値TH1以下である場合の加算値
a(r)が、当該第２区間パラメータが当該所定値TH1よりも大きく所定値TH2よりも小さい場
合の加算値a(r)以下となるようにし（下限基準）、第２区間パラメータsが所定値TH2以上
である場合の加算値a(r)が、当該第２区間パラメータsが所定値TH1よりも大きく当該所定
値TH2よりも小さい場合の加算値a(r)以下となるようにする（上限基準）例を示した。し
かし、このような所定値TH1や所定値TH2を用いた基準を用いない構成でもよい。また、例
えば、上限基準又は下限基準の何れか一方を用いる構成でもよい。
【０１２４】
　また、残差符号化部１２０（図８）に予測残差e(n)を整数値に写像する信号変換部１２
３を設け、残差復号部２２０（図９）に信号変換部１２３の逆変換を行う逆変換部２２６
を設けてもよい。この場合、第２区間パラメータ算出部１２１ａは、信号変換部１２３の
出力値を用い、第２区間Ｔ２を含む時間区間での予測残差の平均振幅が大きくなるに従っ
て広義単調増加する関係にある第２区間パラメータsを算出し、符号化部２１２２は、信
号変換部１２３の出力値を符号化する。また、残差復号部２２０は、合成演算部２２５の
出力値を逆変換部２２６で逆変換し、復号された予測残差e(n)として出力する。なお、信
号変換部１２３での写像は、予め定められた規則に従って行われる。例えば、信号変換部
１２３は、入力された予測残差e(n)が０以上の場合にはそれを大小関係の順序を保ったま
ま奇数の整数に写像し、入力された予測残差e(n)が０未満の場合にはそれを絶対値の大小
関係の順序を保ったまま偶数の整数に写像する。
【０１２５】
　また、本形態の符号化装置１００の第１区間パラメータ算出部１２１ｃは、第２区間パ
ラメータsと加算値a(r)(r=0,...,L-1)との和を第１区間パラメータs(r)(r=0,...,L-1)と
し（ステップＳ４０）、復号装置２００のパラメータ算出部２２３は、第２区間パラメー
タsと加算値a(r)(r=0,...,L-1)との和を第１区間パラメータs(r)(r=0,...,L-1)とするこ
ととした（ステップＳ２４０）。しかし、符号化装置１００の第１区間パラメータ算出部
１２１ｃが、第２区間パラメータsと加算値a(r)(r=0,...,L-1)との和に対して広義単調増
加する関係にある補正値を第１区間パラメータs(r)(r=0,...,L-1)とし、復号装置２００
のパラメータ算出部２２３が、第２区間パラメータsと加算値a(r)(r=0,...,L-1)との和に
対して広義単調増加する関係にある補正値を第１区間パラメータs(r)(r=0,...,L-1)とし
てもよい。この場合、第１区間パラメータ算出部１２１ｃが、第１区間パラメータs(r)(r
=0,...,L-1)を生成するための補正内容を示す補助情報cを出力し、これを符号Cgに含めて
復号装置２００に与えてもよい。なお、補助情報cの一例は、第１区間Ｔ１の予測残差e(
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ｒ)(r=0,...,L-1)の平均振幅から実際に計算したライスパラメータなどのパラメータと、
第２区間パラメータsと加算値a(r)(r=0,...,L-1)との和との差である。この場合、第１区
間パラメータは、s(r)=s+a(r)+cとなる。また、例えば、第２区間パラメータsと加算値a(
r)(r=0,...,L-1)との和に定数constを乗じた値を第１区間パラメータs(r)=const・(s+a(r
))とする場合など、補正内容が一定である場合には、補助情報cを符号Cgに含める必要は
ない。
【０１２６】
　〔第２実施形態〕
　次に、本発明の第２実施形態を説明する。本形態では、復号装置２００で加算値a(r)を
復元するために用いる補助情報を符号Cgに含める。この場合、補助情報分だけ符号Cgの符
号量は大きくなるが、加算値a(r)の設定の自由度を広げることができるため、加算値a(r)
の設定方法によっては符号Cgの符号量を削減できる。以下では、第１実施形態との相違点
を中心に説明し、第１実施形態と共通する事項については説明を省略する。
【０１２７】
　＜構成＞
　図１６は、第２実施形態における符号化装置の残差符号部３２０の機能構成を説明する
ためのブロック図である。また、図１７は、第２実施形態の復号装置の残差復号部４２０
の機能構成を説明するためのブロック図である。なお、これらの図において第１実施形態
と共通する部分については第１実施形態と同じ符号を付し、説明を省略する。
【０１２８】
　本形態の符号化装置は、第１実施形態の符号化装置１００の残差符号化部１２０を、図
１６の残差符号部３２０に置換したものである。残差符号部３２０の残差符号化部１２０
との相違点は、パラメータ算出部３２１の加算値決定部３２１ｂである。また、本形態の
復号装置は、第１実施形態の復号装置２００の残差復号部２２０を、図１７の残差復号部
４２０に置換したものである。残差復号部４２０の残差復号部２２０との相違点は、加算
値決定部４２２である。
【０１２９】
　＜符号化方法＞
　第１実施形態との相違点は、加算値決定部３２１ｂが行う加算値a(r)の決定処理（ステ
ップＳ３０）と、その求め方を特定するための補助情報dを符号Cgに含める点（ステップ
Ｓ６０）である。以下では、これらの相違点のみを説明する。
【０１３０】
　［加算値a(r)の決定処理］
　本形態の加算値決定部３２１ｂは、加算値を特定するための複数の基準から選択した基
準に従い、加算値a(r)を決定する。
【０１３１】
　例えば、図１２に例示した処理に従って加算値a(r)を特定する基準と、図１８に例示す
る処理に従って加算値a(r)を特定する基準とが設定されているものとし、加算値決定部３
２１ｂは、図１２の基準又は図１８の基準を選択し、１次のPARCOR係数k(1)の絶対値など
を用いて加算値a(r)を特定する。なお、図１８の基準は、ステップＳ３５で|k(1)|≧0.9
を満たすと判断されたならば、加算値をa(0)=2，a(1)=1，a(2)=0とし（ステップＳ３８）
、|k(1)|≧0.9を満たさないと判断されたならば、加算値をa(0)=1，a(1)=0，a(2)=0とす
る（ステップＳ３９）点のみが図１２の基準と相違し、図１２の基準よりも加算値a(r)の
とり得る範囲が狭い。この場合の基準の選択は、例えば、フレーム内の時系列信号x(n)(n
=0,...,N-1)の平均振幅が予め定められた閾値以上であるか否かによって行われる。例え
ば、加算値決定部３２１ｂは、時系列信号x(n)の平均振幅が予め定められた閾値以上であ
れば予測残差e(n)(n=0,...,N-1)の振幅の変位も大きいと判定し、図１２のように加算値a
(r)の撮り得る範囲が広い基準を選択し、そうでなければ予測残差e(n)の振幅の変位が小
さいと判定し、図１８のように加算値a(r)のとり得る範囲が狭い基準を選択する。これに
より、パラメータの設定が適切になる。
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【０１３２】
　また、例えば、加算値決定部３２１ｂが、上述したPARCOR係数を指標とする基準と、最
適予測次数を指標とする基準とから１つの基準を選択し、選択した基準に必要な１次のPA
RCOR係数k(1)の絶対値や最適予測次数Poptなどを用いて加算値a(r)を特定してもよい。ま
た、基準の選択内容を外部から加算値決定部３２１ｂに与える構成であってもよい。
【０１３３】
　［補助情報dを符号Cgに含める処理］
　加算値決定部３２１ｂは、上記のように選択した基準を特定するための補助情報ｄを合
成部２１３０に出力し、合成部２１３０は補助情報dを符号Cgに含める。なお、補助情報d
は、例えば、０又は１の値をとる１ビットの情報であり、その値が選択した基準に対応し
ている。
【０１３４】
　＜復号方法＞
　第１実施形態との相違点は、加算値決定部４２２が行う加算値a(r)の決定処理（ステッ
プＳ２３０）である。以下では、この相違点のみを説明する。
【０１３５】
　加算値決定部４２２には、符号Cgから分離された補助情報dが入力され、加算値決定部
４２２は、その補助情報dが示す基準に従って加算値a(r)を求める。
【０１３６】
　例えば、入力された補助情報dが図１２の基準を示す場合、加算値決定部４２２は、入
力された１次の量子化PARCOR係数k(1)を逆量子化して１次のPARCOR係数k(1)を復元し、図
１２の基準に従って加算値a(r)を求める。また、例えば、入力された補助情報dが図１８
の基準を示す場合、加算値決定部４２２は、入力された１次の量子化PARCOR係数k(1)を逆
量子化して１次のPARCOR係数k(1)を復元し、図１８の基準に従って加算値a(r)を求める。
【０１３７】
　〔第２実施形態の変形例〕
　この変形例では、符号化時に、各離散時間rに対して複数ずつの加算値a(r)（予測効果
を表す指標に対応する加算値）が定められ、その中から予測残差e(n)の符号量が最小にな
る加算値a(r)が各離散時間rに対して１つずつ選択され、選択された各加算値a(r)を特定
するための補助情報dが符号Cgに含められる例である。以下では、第１，２実施形態との
相違点を中心に説明し、第１，２実施形態と共通する事項については説明を省略する。
【０１３８】
　＜構成＞
　図１９は、第２実施形態の変形例における符号化装置の残差符号部５２０の機能構成を
説明するためのブロック図である。なお、この図において第１実施形態と共通する部分に
ついては第１実施形態と同じ符号を付し、説明を省略する。
【０１３９】
　本形態の符号化装置は、第１実施形態の符号化装置１００の残差符号化部１２０を、図
１９の残差符号部５２０に置換したものである。残差符号部５２０の残差符号化部１２０
との相違点はパラメータ算出部５２１であり、パラメータ算出部５２１は、第２区間パラ
メータ算出部１２１ａ、加算値決定部５２１ｂ、第１区間パラメータ算出部５２１ｃ、符
号量比較部５２１ｄ、及び選択部５２１ｅを有する。また、本形態の復号装置は、第２実
施形態の復号装置と同様である。
【０１４０】
　＜符号化方法＞
　図２０は、第２実施形態の変形例の符号化方法を説明するためのフローチャートである
。また、図２１は、図２０のステップＳ６３０の一例を説明するためのフローチャートで
ある。以下、これらの図を用いて本形態の符号化方法を説明する。
【０１４１】
　まず、第１実施形態のステップＳ１０，Ｓ２０の処理が実行される。次に、加算値決定
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部５２１ｂに、ステップＳ１０で生成された１次のPARCOR係数k(1)と、ステップＳ２０で
生成された第２区間パラメータsとが入力される。加算値決定部５２１ｂは、これらを用
い、第２区間(L,...,N-1)を含む時間区間での時系列信号x(μ)(μ=μmin,...,μmax)の平
均振幅に対する予測残差e(μ)(μ=μmin,...,μmax)の平均振幅の比が小さくなるに従っ
て広義単調増加する関係にある正の加算値 a(r)(r=0,...,L-1)を各補助情報d（dmaxは予
め定められた１以上の整数）について求める（ステップＳ６３０）。例えば、dmax=1なの
であれば、各離散時間rに２個ずつの加算値a(r)を定める。この例での加算値a(r)も、時
系列信号x(μ)(μ=μmin,...,μmax)の予測効果を表す指標に対応する。
【０１４２】
　［ステップＳ６３０の一例］
　図２１に示す処理はL=2，dmax=1の場合の一例である。この例の場合、まず、加算値決
定部５２１ｂは、s≦TH1を満たすか否かを判断し（ステップＳ６３１）、s≦TH1を満たす
のであれば、d=0に対応する加算値をa(0)=1，a(1)=0とし、d=1に対応する加算値をa(0)=0
，a(1)=0とする（ステップＳ６３２）。また、s≦TH1を満たさないのであれば、加算値決
定部５２１ｂは、s≧TH2を満たすか否かを判断し（ステップＳ６３３）、s≧TH2を満たす
のであれば、d=0に対応する加算値をa(0)=1，a(1)=0とし、d=1に対応する加算値をa(0)=0
，a(1)=0とする（ステップＳ６３４）。さらに、s≧TH2も満たさないのであれば、加算値
決定部５２１ｂは、|k(1)|≧0.9を満たすか否かを判断し（ステップＳ６３５）、|k(1)|
≧0.9を満たすのであれば、d=0に対応する加算値をa(0)=3，a(1)=2とし、d=1に対応する
加算値をa(0)=2，a(1)=1とする（ステップＳ６３６）。また、|k(1)|≧0.9も満たさない
のであれば、加算値決定部５２１ｂは、|k(1)|≧0.6を満たすか否かを判断し（ステップ
Ｓ６３７）、|k(1)|≧0.6を満たすのであれば、d=0に対応する加算値をa(0)=2，a(1)=1と
し、d=1に対応する加算値をa(0)=1，a(1)=0とする（ステップＳ６３８）。|k(1)|≧0.6も
満たさないのであれば、加算値決定部５２１ｂは、d=0に対応する加算値をa(0)=1，a(1)=
0とし、d=1に対応する加算値をa(0)=0，a(1)=0とする（ステップＳ６３９）。なお、この
例では、１次のPARCOR係数k(1)の絶対値|k(1)|を指標にして加算値a(r)を決定している。
しかし、１次のPARCOR係数k(1)の量子化誤差が原因となって、符号化装置で選択された加
算値a(r)が復号装置で選択される加算値a(r)と相違してしまうことを防止するために、１
次のPARCOR係数k(1)を量子化してから逆量子化して得られた１次のPARCOR係数k(1)の絶対
値を指標にし、上述のように加算値a(r)が決定されてもよい（［ステップＳ６３０の一例
］の説明終わり）。
【０１４３】
　次に、第１区間パラメータ算出部５２１ｃに、ステップＳ２０で生成された第２区間パ
ラメータsと、ステップＳ６３０で生成された加算値a(r)(r=0,...,L-1)とが入力される。
第１区間パラメータ算出部５２１ｃは、これらを用い、各補助情報dについて、第２区間
パラメータsと加算値a(r)(r=0,...,L-1)との和である第１区間パラメータs(r)=s+a(r)を
、第１区間(0,...,L-1)に属する離散時間rでの予測残差e(r)を可変長符号化するためのパ
ラメータとして算出する（ステップＳ６４０）。例えば、L=2であって、ステップＳ６３
０で、d=0に対応する加算値をa(0)=3，a(1)=2とし、d=1に対応する加算値をa(0)=2，a(1)
=1としていたのであれば、第１区間パラメータ算出部５２１ｃは、d=0に対応する第１区
間パラメータs(0)=s+3, s(1)=s+2と、d=1に対応する第１区間パラメータs(0)=s+2, s(1)=
s+1とを求める。
【０１４４】
　次に、符号量比較部５２１ｄに、ステップＳ２０で生成された第２区間パラメータsと
、ステップＳ６４０で生成された各補助情報dについての第１区間パラメータs(r)(r=0,..
.,L-1)と、予測残差e(n)(n=0,...,N-1)とが入力される。符号量比較部５２１ｄは、第１
区間パラメータs(r)(r=0,...,L-1)をそれぞれ用いて第１区間(0,...,L-1)に属する離散時
間rでの予測残差e(r)を可変長符号化し、第２区間パラメータsを用いて第２区間(L,...,N
-1)に属する離散時間z(z=L,...,N-1)での予測残差e(z)を可変長符号化して得られる、残
差符号Ce(n)(n=0,...,N-1)の符号量の和（n=0,...,N-1での和）を各補助情報dについて求
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め、それらの比較結果を出力する。なお、符号量の和の比較は、実際に補助情報dごとに
残差符号Ce(n)(n=0,...,N-1)が求められて行われてもよいし、補助情報dごとに残差符号C

e(n)(n=0,...,N-1)の符号量の和や推定符号量の和のみが求められて行われてもよい。選
択部５２１ｅは、この比較結果を用い、予測残差e(n)(n=0,...,N-1)に対応する残差符号C

e(n)(n=0,...,N-1)の符号量の和を最小にする補助情報dを選択する（ステップＳ６４５）
。
【０１４５】
　ステップＳ２０で生成された第２区間パラメータsと、ステップＳ６４５で選択された
補助情報dに対応する第１区間パラメータs(r)(r=0,...,L-1)とは符号化部１２２に入力さ
れる。符号化部１２２は、第１実施形態と同様に、入力された第１区間パラメータs(r)(r
=0,...,L-1)をそれぞれ用いて第１区間(0,...,L-1)に属する離散時間rでの予測残差e(r)
を可変長符号化し、第２区間パラメータsを用いて第２区間(L,...,N-1)に属する離散時間
z(z=L,...,N-1)での予測残差e(z)を可変長符号化し、予測残差e(n)に対応する残差符号Ce
(n)を生成する（ステップＳ６５０）。
【０１４６】
　その後、合成部２１３０が、係数符号Ckと、残差符号Ce(n)と、第２区間パラメータsと
、予測次数Poptと、選択された補助情報dを合成した符号Cgを生成して出力する（ステッ
プＳ６６０）。なお、この変形例での復号方法は、第２実施形態で説明した方法と同様で
あるため説明を省略する。
【０１４７】
　また、第２実施形態の他の変形例として、補助情報dごとに、加算値a(r)を特定するた
めの複数の基準（原理の説明で例示したような基準）を設定しておき、ステップＳ６３０
において、符号化装置の加算値決定部５２１ｂが、各補助情報dが特定する基準にしたが
って加算値a(r)求めてもよい。また、第２実施形態に対し、第１実施形態の変形例で説明
したような変形を行ってもよい。
【０１４８】
　〔第３実施形態〕
　次に、本発明の第３実施形態を説明する。本形態は、長期予測フィルタを用いて得られ
た予測残差を符号化する形態である。本形態では、ゲインρ(0)の大きさを指標として加
算値を設定する例を説明する。また、具体的な基準として《例１２》の基準を用いる場合
を例示する。さらに、本形態の例では、０以上最大振幅値MAX以下の範囲に所定値TH1と所
定値TH2とが設定される（0≦TH1＜TH2≦MAX）。そして、第２区間パラメータsが所定値TH
1以下である場合の加算値a(r)が、当該第２区間パラメータが当該所定値TH1よりも大きく
所定値TH2よりも小さい場合の加算値a(r)以下となるようにする。さらに、第２区間パラ
メータsが所定値TH2以上である場合の加算値a(r)が、当該第２区間パラメータsが所定値T
H1よりも大きく当該所定値TH2よりも小さい場合の加算値a(r)以下となるようにする。た
だし、これらは本発明を限定するものではない。また、以下では、第１，２実施形態との
相違点を中心に説明し、それらと共通する事項については説明を省略する。
【０１４９】
　＜構成＞
　図２２は、第３実施形態の符号化装置６００の機能構成を説明するためのブロック図で
あり、図２３は、図２２に示した残差符号化部６２０の機能構成を説明するためのブロッ
ク図である。また、図２４は、第３実施形態の復号装置７００の機能構成を説明するため
のブロック図であり、図２５は、図２４に示した残差復号部７２０の機能構成を説明する
ためのブロック図である。なお、これらの図において、これまで説明したものと同じ構成
については、それらと同じ符号を用い、説明を省略する。
【０１５０】
　図２２に示すように、本形態の符号化装置６００は、予測符号化部６１０、残差符号化
部６２０、及び合成部２１３０を有する。また、図２３に示すように、残差符号化部６２
０は、パラメータ算出部６２１、及び符号化部１２２を有する。また、パラメータ算出部
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６２１は、第２区間パラメータ算出部１２１ａ、加算値決定部６２１ｂ、及び第１区間パ
ラメータ算出部１２１ｃを有する。
【０１５１】
　また、図２４に示すように、本形態の復号装置７００は、分離部２２１０、残差復号部
７２０、及び予測復号部７３０を有する。また、図２５に示すように、残差復号部７２０
は、分離部２２２１、可変長復号部２２４、合成演算部２２５、加算値決定部７２２、及
びパラメータ算出部２２３を有する。
【０１５２】
　なお、本形態の符号化装置６００や復号装置７００は、例えば、ＣＰＵ、ＲＡＭ、ＲＯ
Ｍ等を備えた公知のコンピュータ又は専用コンピュータに所定のプログラムが読み込まれ
、ＣＰＵがそれを実行することによって構成される特別な装置である。また、これらの処
理部の少なくとも一部が集積回路等の電子回路によって構成されてもよい。さらに、必要
に応じ、符号化装置６００や復号装置７００に、各処理部の処理によって出力されたデー
タを格納し、各処理部の別の処理時にデータが読み出される一時メモリを設けてもよい。
また、このような各処理部の実現方法は、以下の各実施形態やその変形例でも同様である
。
【０１５３】
　＜符号化方法＞
　図２６は、第３実施形態の符号化方法を説明するためのフローチャートである。また、
図２７は、図２６のステップＳ７３０の一例を説明するためのフローチャートである。以
下、これらの図を用いて本形態の符号化方法を説明する。
【０１５４】
　符号化装置６００（図２２）の予測符号化部６１０には、第1実施形態と同様な時系列
信号x(n)が入力される。フレームバッファ２１１１でバッファされた１フレーム分の時系
列信号x(n)（n=0,...,N-1）は、長期予測分析部６１２に送られる。長期予測分析部６１
２は、時系列信号x(n)(n=0,...,N-1)の長期予測分析を行い、式(4)に示した予測残差e(n)
(n=0,...,N-1)のエネルギーを最小化するゲインρ(j)（j=-tap,...,tap）や遅延値τ（最
小遅延値Τmin≦τ≦最大遅延値Τmax）を算出する。なお、長期予測分析部６１２は、時
系列信号x(n)をそのまま長期予測分析する構成であってもよいし、非線形量子化されて入
力された時系列信号x(n)を線形量子化や他の非線形量子化にマッピングしてから長期予測
分析を行う構成であってもよい。算出されたゲインρ(j)は量子化部６１３に送られる。
量子化部６１３は、ゲインρ(j)を量子化して量子化ゲインρ'(j)を生成して出力する。
遅延値τと量子化ゲインρ'(j)は係数符号化部６１４に入力される。係数符号化部６１４
は、遅延値τに対応する遅延符号Cτと、ゲインρ(j)に対応する利得符号Cρとを生成し
て出力する。また、遅延値τと量子化ゲインρ'(j)と時系列信号x(n)(n=0,...,N-1)とは
、長期予測部６１６にも入力される。長期予測部６１６は、式(5)の長期予測フィルタを
用いてy(n)(n=0,...,N-1)を生成して出力する。そして、減算部６１７は、時系列信号x(n
)から長期予測値y(n)を減算した予測残差e(n)(n=0,...,N-1)を算出する（ステップＳ７１
０）。
【０１５５】
　予測残差e(n)は、残差符号化部６２０の第２区間パラメータ算出部１２１ａに入力され
る。第２区間パラメータ算出部１２１ａは、各予測残差e(n)を用い、第２区間(L,...,N-1
)を含む時間区間での予測残差e(μ)(μ=μmin,...,μmax)の平均振幅が大きくなるに従っ
て広義単調増加する関係にある正の第２区間パラメータsを、第２区間(L,...,N-1)の予測
残差e(z)(z=L,...,N-1)を可変長符号化するためのパラメータとして算出する（ステップ
Ｓ２０）。
【０１５６】
　次に、加算値決定部６２１ｂに、ステップＳ７１０で生成された量子化ゲインρ'(0)と
、ステップＳ２０で生成された第２区間パラメータsとが入力される。加算値決定部６２
１ｂは、これらを用い、第２区間(L,...,N-1)を含む時間区間での時系列信号x(μ)(μ=μ
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min,...,μmax)の平均振幅に対する予測残差e(μ)(μ=μmin,...,μmax)の平均振幅の比
が小さくなるに従って広義単調増加する関係にある正の加算値a(r)(r=0,...,L-1)を求め
る（ステップＳ７３０）。この例の加算値a(r)も、時系列信号x(μ)(μ=μmin,...,μmax

)の予測効果を表す指標に対応する。
【０１５７】
　［ステップＳ７３０の一例］
　図２７に示す処理はL=3の場合の一例である。この例の場合、まず、加算値決定部６２
１ｂは、s≦TH1を満たすか否かを判断し（ステップＳ３１）、s≦TH1を満たすのであれば
、加算値をa(0)=1，a(1)=0，a(2)=0とする（ステップＳ３２）。また、s≦TH1を満たさな
いのであれば、加算値決定部６２１ｂは、s≧TH2を満たすか否かを判断し（ステップＳ３
３）、s≧TH2を満たすのであれば、加算値をa(0)=0，a(1)=0，a(2)=0とする（ステップＳ
３４）。さらに、s≧TH2も満たさないのであれば、加算値決定部６２１ｂは、|ρ'(0)|≧
60を満たすか否かを判断し（ステップＳ７３５）、|ρ'(0)|≧60を満たすのであれば、加
算値をa(0)=3，a(1)=2，a(2)=1とする（ステップＳ３６）。また、|ρ'(0)|≧60も満たさ
ないのであれば、加算値決定部６２１ｂは、|ρ'(0)|≧40を満たすか否かを判断し（ステ
ップＳ７３７）、|ρ'(0)|≧40を満たすのであれば、加算値をa(0)=2，a(1)=1，a(2)=0と
する（ステップＳ３８）。|ρ'(0)|≧40も満たさないのであれば、加算値決定部６２１ｂ
は、加算値をa(0)=1，a(1)=0，a(2)=0とする（ステップＳ３９／［ステップＳ７３０の一
例］の説明終わり）。
【０１５８】
　次に、第１実施形態のステップＳ４０及びＳ５０と同様な処理が実行された後、遅延符
号Cτと利得符号Cρと残差符号Ce(n)(n=0,...,N-1)と第２区間パラメータsとが、合成部
２１３０に入力される。合成部２１３０は、これらを合成した符号Cgを生成して出力する
（ステップＳ７６０）。
【０１５９】
　＜復号方法＞
　図２８は、第３実施形態の復号方法を説明するためのフローチャートである。以下、こ
の図を用いて本形態の復号方法を説明する。
【０１６０】
　復号装置７００（図２４）の分離部２２１０は、復号装置７００に入力された符号Cgを
分離し、遅延符号Cτと利得符号Cρと残差符号Ce(n)(n=0,...,N-1)と第２区間パラメータ
sを生成する（ステップＳ８１０）。
【０１６１】
　遅延符号Cτと利得符号Cρは、係数復号部７３１に入力される。係数復号部７３１は、
遅延符号Cτと利得符号Cρを復号して、遅延値τと量子化ゲインρ'(j)を生成する（ステ
ップＳ８２０）。
【０１６２】
　次に、分離部２２１０から出力された第２区間パラメータsと、係数復号部７３１から
出力された量子化ゲインρ'(0)とが、残差復号部７２０（図２５）の加算値決定部７２２
に入力される。加算値決定部７２２は、これらを用い、ステップＳ７３０と同一の基準に
従って、正の加算値a(r)(r=0,...,L-1)を求める（ステップＳ８３０）。この例の加算値a
(r)も、時系列信号x(μ)(μ=μmin,...,μmax)の予測効果を表す指標に対応する。
【０１６３】
　次に、第１実施形態のステップＳ２４０及びＳ２５０と同様な処理が実行された後、長
期予測部７３３及び加算部７３４が、残差復号部７２０から出力された予測残差e(n)(n=0
,...,N-1)と、係数復号部７３１から出力された遅延値τと量子化ゲインρ'(j)とを用い
、時系列信号x(n)(n=0,...,N-1)を生成して出力する（ステップＳ８６０）。
【０１６４】
　〔第３実施形態の変形例〕
　本形態では、前述の《例１２》の基準に従って加算値a(r)(r=0,...,L-1)を設定するこ
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ととした。しかし、《例１３》のような、その他の基準に従って加算値a(r)を求める構成
であってもよい。また、これらの異なる基準を組み合わせて利用してもよく、例えば、離
散時間rごとに異なる基準を用いて加算値a(r)を求めてもよい。
【０１６５】
　また、例えば、符号化の処理単位をフレーム又はサブフレームに切り替え可能とし、加
算値決定部６２１ｂ，７２２が、サブフレームが処理単位として用いられる場合の加算値
a(r)よりも、フレームが処理単位して用いられる場合の加算値a(r)を大きくする構成であ
ってもよい。
【０１６６】
　また、本実施形態では、０以上最大振幅値MAX以下の範囲に所定値TH1と所定値TH2とを
設定し（0≦TH1＜TH2≦MAX）、第２区間パラメータsが所定値TH1以下である場合の加算値
a(r)が、当該第２区間パラメータが当該所定値TH1よりも大きく所定値TH2よりも小さい場
合の加算値a(r)以下となるようにし（下限基準）、第２区間パラメータsが所定値TH2以上
である場合の加算値a(r)が、当該第２区間パラメータsが所定値TH1よりも大きく当該所定
値TH2よりも小さい場合の加算値a(r)以下となるようにする（上限基準）例を示した。し
かし、このような所定値TH1や所定値TH2を用いた基準を用いない構成でもよい。また、例
えば、上限基準又は下限基準の何れか一方を用いる構成でもよい。
【０１６７】
　また、第１実施形態の変形例として説明したように、第２区間パラメータsと加算値a(r
)(r=0,...,L-1)との和に対して広義単調増加する関係にある補正値が第１区間パラメータ
s(r)(r=0,...,L-1)とされてもよい。その他、第２実施形態で説明したように、復号装置
７００で加算値a(r)(r=0,...,L-1)を復元するために用いられる補助情報が符号Cgに含ま
れてもよい。
【０１６８】
　その他、短期予測分析と長期予測分析とを組み合わせて得られた予測残差を符号化する
場合に本発明を用いてもよい。すなわち、入力された時系列信号の短期予測分析を行い、
短期予測フィルタを用いて短期予測残差を求め、当該短期予測残差を後段の時系列信号と
して長期予測分析を行い、長期予測フィルタを用いて長期予測残差を求め、その長期予測
残差を符号化する場合に本発明を用いてもよい。逆に、入力された時系列信号の長期予測
分析を行い、長期予測フィルタを用いて長期予測残差を求め、当該長期予測残差を後段の
時系列信号として短期予測分析を行い、短期予測フィルタを用いて短期予測残差を求め、
その短期予測残差を符号化する場合に本発明を用いてもよい。このように短期予測分析と
長期予測分析とを組み合わせる場合の加算値は、上述した短期予測フィルタを用いて得ら
れた予測残差を符号化する場合の加算値と同様であってもよいし、長期予測フィルタを用
いて得られた予測残差を符号化する場合の加算値と同様であってもよいし、それらの設定
基準を組み合わせて設定された加算値であってもよい。
【０１６９】
　〔その他の変形例〕
　なお、本発明は上述の実施の形態に限定されるものではない。例えば、本形態では、ラ
ンダムアクセスされたフレームや先頭のサブフレームを「或る離散時間区間」として本発
明を適用することとした。しかし、短期予測フィルタによる計算に、処理対象のフレーム
（又はサブフレーム）より前の時間区間の時系列信号を用いることができない状況であれ
ば、本発明を適用することで平均符号量を削減できる。
【０１７０】
　また、上述の各種の処理は、記載に従って時系列に実行されるのみならず、処理を実行
する装置の処理能力あるいは必要に応じて並列的にあるいは個別に実行されてもよい。そ
の他、本発明の趣旨を逸脱しない範囲で適宜変更が可能であることはいうまでもない。
【０１７１】
　また、上述の構成をコンピュータによって実現する場合、各装置が有すべき機能の処理
内容はプログラムによって記述される。そして、このプログラムをコンピュータで実行す
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ることにより、上記処理機能がコンピュータ上で実現される。
【０１７２】
　この処理内容を記述したプログラムは、コンピュータで読み取り可能な記録媒体に記録
しておくことができる。コンピュータで読み取り可能な記録媒体としては、例えば、磁気
記録装置、光ディスク、光磁気記録媒体、半導体メモリ等どのようなものでもよい。
【０１７３】
　また、このプログラムの流通は、例えば、そのプログラムを記録したＤＶＤ、ＣＤ－Ｒ
ＯＭ等の可搬型記録媒体を販売、譲渡、貸与等することによって行う。さらに、このプロ
グラムをサーバコンピュータの記憶装置に格納しておき、ネットワークを介して、サーバ
コンピュータから他のコンピュータにそのプログラムを転送することにより、このプログ
ラムを流通させる構成としてもよい。
【０１７４】
　このようなプログラムを実行するコンピュータは、例えば、まず、可搬型記録媒体に記
録されたプログラムもしくはサーバコンピュータから転送されたプログラムを、一旦、自
己の記憶装置に格納する。そして、処理の実行時、このコンピュータは、自己の記録媒体
に格納されたプログラムを読み取り、読み取ったプログラムに従った処理を実行する。ま
た、このプログラムの別の実行形態として、コンピュータが可搬型記録媒体から直接プロ
グラムを読み取り、そのプログラムに従った処理を実行することとしてもよく、さらに、
このコンピュータにサーバコンピュータからプログラムが転送されるたびに、逐次、受け
取ったプログラムに従った処理を実行することとしてもよい。また、サーバコンピュータ
から、このコンピュータへのプログラムの転送は行わず、その実行指示と結果取得のみに
よって処理機能を実現する、いわゆるＡＳＰ（Application Service Provider）型のサー
ビスによって、上述の処理を実行する構成としてもよい。なお、本形態におけるプログラ
ムには、電子計算機による処理の用に供する情報であってプログラムに準ずるもの（コン
ピュータに対する直接の指令ではないがコンピュータの処理を規定する性質を有するデー
タ等）を含むものとする。
【０１７５】
　また、この形態では、コンピュータ上で所定のプログラムを実行させることにより、本
装置を構成することとしたが、これらの処理内容の少なくとも一部をハードウェア的に実
現することとしてもよい。
【産業上の利用可能性】
【０１７６】
　本発明の産業上の利用分野としては、例えば、音響信号の可逆圧縮符号化・復号化技術
を例示できる。また、本発明は、音響信号以外にも、映像信号、生体信号、地震波信号な
どの可逆圧縮符号化・復号化技術にも応用可能である。
【符号の説明】
【０１７７】
　２１００，１００，６００，８００　符号化装置
　２２００，２００，７００，９００　復号装置
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